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高度情報化社会における個人P青報保護

　現在，われわれはコンピュータで処理される

情報が氾濫する情報化社会に生きている．コン

ピュータの技術は日々絶え間なく進歩し，情報

は新しい価値を生み出す力となっている．この

情報化社会の到来により，人類は，時間と距離

を大幅に短縮し，大量の情報を短時間に効率的

に処理できるようになった．しかしその反面，

情報化社会独特の新しい問題も出てきている．

その中でも，情報化に伴って，大量に集められ

るようになった個人情報についての扱いが特に

重要である．自己に関する情報は一体誰によっ

て集められているのか，またその個人情報はど

のようにして集められているのか，そして集め

られた個人情報はどのように利用されているの

か，というような不安は，絶えずっきまとうも

のである．また，それらの個人情報の中には，

他人に知られたくないようなプライバシーに係

わる情報もあるはずである．これらのプライバ

シーに係わる情報は，保護されなければならな

い．本論では，プライバシー保護を中心とした

情報化社会における個人情報保護対策について，

考えてみた．

　個人時報保護の中心はプライバシー保護であ

り，両者はしばしば同じ意味で使われることが

多い．しかし，プライバシー保護の問題には，

コンピュータには関係しないものも多くあるし，

個人時報保護には，プライバシーの問題ばかり

でなく，セキュリティの問題もあり，両者は全

く同じものとは言えない．本論ではプライバ

シー保護論と個人情報保護論に分けて，その内

容を考えてみた．

　筆者は昭和63年6月1日より現在まで，神
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戸市個人情報保護審議会委員を委嘱されており，

特にコンピュータ技術の面からの処理について

検討してきている．神戸市では住民基本台帳の

漢字オンライン化をはじめとする市民サービス

情報システムの構築に伴い，電子計算機処理に

係る市民のプライバシーを積極的に保護するこ

とにより，市民の基本的人権の擁護と円滑・適

正なOAｲﾋの推進をはかってきている．コン

ピュータ処理の目的は効率化にあるが，これを

追求すると個人晴報保護の面とは相いれない点

もでてくることも少なくない．個人情報保護と

市民サービスとをどの点て妥協するかについて

の検討は，ケースバイケースの場合が多く行政

各部署での処理ごとに審議会で検討しているの

が実状である．たまたまこのような機会かおり，

また以前勤務していた神戸商科大学で卒業論文

の指導をしたときこのテーマをとりあげ研究し

たので，本論にまとめた次第である．

序章　高度情報化社会と様々な問題

第1節　情報化社会の進展

　情報化社会というものは，単にコンピュータ

の設置台数が多くなれば訪れるというようなも

のではない. ti報化社会とは，工業化かおる一

定の成熟度に達すると現れてくる社会であり，

物質やエネルギーと異なり，情報や知識が相対

的に大きな価値を持つようになる社会である．

そして，情報そのものが，何にも増して貴重な

価値を持つと共に，新しい価値を生み出してい

くのである．

　歴史をその時代の特徴で分類すると，農耕時
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代，工業化時代，そして情報化時代に分けるこ

とができる．農耕時代，人々は住居を定着させ，

大地を耕し種子を蒔いて育てることを覚え，生

産力をそれまでの採取や狩猟の時代より飛躍的

に向上させた．つまり，この時代は自然に対す

るコントロールを始めた時代であると言える．

そして，次の工業化時代はエネルギーに対する

コントロールの時代である．ワットの蒸気機関，

エジソンの発電機の発明を経て，現代は原子力

の時代を迎えている．これに対し，情報化時代

とは，先に述べたように情報が価値を持ち，情

報が価値を生み出す時代であり，時間と距離の

壁への挑戦時代である．コンピュータを中核と

した高速データ通信網は，瞬時に大服の情報を

伝達することを可能にしたのである．

　情報化時代の特徴を，技術，生産，市場，社

会・経済構造の観点から分析してみると，技術

面では，これまで結合することが難しかった通

信と情報処理が，結合できるようになり，ネッ

トワーク化か進んできた，また，生産面では，

少品種大最生産から多品種少量生産へと移り，

そのプロセスの効率化のために，ヒト，モノ,

カネを隋報通信システムによって結合しなけれ

ばならなくなった．この生産面の変化の裏には，

消費者ニーズの多様化・個性化に対応した市場

の細分化という市場の変化がある．これらの変

化に伴い，社会・経済構造は重工業中心から

サービス産業中心へと，移勤しはしめた．今，

社会は情報サービスを中心とする新しい分野が，

成長しはじめている．今後，情報化はますます

発展していくだろう．そして，それに伴い，新

たな問題も増加することになるのである．

第2節　情報化社会の持つ危険性

　コンピュータの利用の拡大と通信技術の発展，

およびそれらを有機的に結合したネットワーク

の構築によってもたらされている情報化の進展

については，先に述べた通りであるが，現在で

は，情報化は産業や企業から行政や社会，さら

には生活の方面にまで拡大してきている．この

ような情報化の進展は，産業や経済の合理化や
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活性化，社会公共サービスの質的向上，国民生

活の便利さなど望ましい面（情報化社会の光）を

多くもたらしたが，同時に望ましくない面（情

報化社会の影）も多くもたらした．

　情報化が国民生活にまで広がり，国民の身近

なものになった反面，国民の間には，自分の情

報が自分の知らない所で収集，蓄積，利用，提

供されているのではないか，誤った不完全な情

報が利用されるなどしているのではないか，ま

たその誤った情報のために自分について誤った

虚像や予断を形成されているのではないか，と

いう不安が広がってきたのである．これは，大

゛量の個人情報が，不可視の状態で処理されてい

　ること自体に，問題があるのである．

　また，個人情報においては，プライバシー侵

害という面からも不安が生まれている．ネット

ワーク化の進展に伴って，端末機からの遠隔操

作が可能となったために，正当な権限のない者

によって，情報の不当な利用，改ざん，加工等

が行われる可能性が出てきたことは，電算処理

特有の問題として強調される．

　そしてもっと恐ろしいことには，大量情報の

持ち主がそれらを用いて，個人に対して強権的

なコントロールを行うことにはならないかとい

う不安があるのである．大量の情報を蓄積し，

結合し，容易に検索，変更できる設備を持つ行

政機関や企業に，個人についての様々な情報が

蓄積されてくる結果，個人の生活や行動が監視

され，操作される管理社会が生まれるのである．

　　これまで，情報面でのプライバシー保護は比

較的容易であった．なぜなら，コンピュータと

いうような情報機器がなかったため，個人につ

いての情報は大量に収集されることはなかった

し，収集され利用できる情報でも，一般には分

散したかたちで広範囲にわたって維持されてお

り，容易に他人はアクセスできない状態にあっ

たからである．またその内容は表面的なもので

あったし，移動の多い社会では同一人の追跡が

困難であったので，実際には役にすたないもの

が多がったりした．個人情報の照合や結合など

もできないから，誤った虚像をつくり出すとい
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うこともなかった．

　しかし，現在ではこれらのことはすべて裏返

されてしまい，情報が力に，情報を持つ者が強

者になってしまった．情報化社会の危険を防止

するためには，何らかの，積極的な措置が必要

であろう．

第一章　プライバシーと個人情報保護

第1節　アメリカのプライバシー論

1.プライバシー権確立までの歴史

　19世紀の終わりごろまで，プライバシーを

侵害された人に，法廷はその門を閉ざしていた。

歴史上，何世紀もの間そういう状態にあったの

は，アメリカやイギリスでは，それまでのかな

り不安定な社会秩序を平和に保つことに，最大

の注意が払われていたからである。法廷は，暴

動を起こしたり，自警団制度をつくったりする

ことを正すことに努力し，プライバシー侵害な

どというものは，法的に保護するにはあまりに

もはかなく取るに足らないものとして注意を払

わなかった。さらに法廷には，もしそのような

ものに門を開けば過度に敏感で報復的に裁判を

おこす者が現れ，不当な訴訟で法廷があふれて

しまうのではないかという危惧もあったのであ

る。また，アメリカなどでは，新聞，ラジオ，

テレビ，電話といったものが広く普及する以前

には，情報を自分自身の目，耳，声，記憶と

いったものにしか頼るすべがなく，そのため不

正確な情報が真実として受け取られる危険性は

少なかった。

　しかし，19 It紀の終わりごろを迎えると，

商工業の発達によって印刷，電話，写真技術が

発達し広く応用されるようになり，また，人々

の読み書きの能力も増してきた。多くの情報が

集められ，広い範囲の人々に伝えられ，それを

受け取る人々はその問題について直接真実であ

るかとうかを確かめる機会が減ってきたのであ

る。それと同時に，印刷され文書にされたもの

が真実であると思う傾向が出はじめてきたので

ある。このような時代の移り変わりを背景に，
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個人のプライバシーを守るため，法廷を頼りに

するという権利を，法廷は認める必要性が出て

きたわけである．

2.伝統的プライバシー権の提唱とその背景

　時代が移り変わるにつれて法律上にも変化が

現われ，プライバシーを権利として扱うように

なったのは, 19世紀の終わり頃のことである.

1890年，アメリカで，プライバシーを個人の法

律上の権利として初めて取り扱った論文「プラ

イバシーの権利」（The right to Privacy）が，

「ハーノマード・ロー・レビ≒

Review」に発表された．発表したのはウォー

レンとブランダイス（Samuel D. Warren and

Louis D. Brandeis）という二人の法律家である．

そのころのアメリカは情報を広範囲に素早く伝

達する手段を手にし，イエロージャーナリズム

と呼ばれる厨陪主義的なジャーナリズムが台頭

し，他人の私生活をのぞき見し，それを興味本

位に扱うプレスが増えてきていた．新聞の記事

の重点が，政治面から社会面へと移り始めた結

果である．当時，アメリカ東部の町ボストンで

製紙業を営み，社会的地位も高かったウォーレ

ンは，新聞によって彼の妻の活動を書き続けら

れ，悩まされており，これに法的に対抗しよう

と，かつての法律事務所の同僚弁護士ブランダ

イスに相談し，二人で論文を発表することに

なった．

　この論文は，その当時の新聞などがあらゆる

方面において，礼儀も体裁もはるかに踏み外し

て他人の私的な事柄を暴露していることを批判

し，これに対抗するためには新しい権利を考え

出さなければならないとして，プライバシー権

というものの必要性を説いた．その際，彼らは

プライバシーを「ひとりにしておいてもらう権

利」または「放っておいてもらう権利」として

用いたので，これがその後，伝統的なプライバ

シーの権利の定義として広く使われるように

なった．しかしその当時は，彼らの論文はあく

までも単なる法律的意見であり，法律ではな

かった．この論文の主張を認めるか否かは，法
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3.各州におけるプライバシー権の承認とプロッ

　　サーによる分類

　20世紀に入ると，プライバシー侵害が裁判

所で争われるようになった.

　1902年，ニューヨーク州最高裁判所では，

ある若い女性がプライバシー権の侵害を理由に

起こした損害賠償請求の訴訟に対する判決が

あった．これは，ある製粉会社が粉を売る宣伝

のために彼女の写真を無断で使い，その結果彼

女は友人から軽蔑されたというもので，この製

粉会社を相手取って起こした訴訟であった．そ

の写真は「ご家庭の粉」という題で，ある広告

誌にのせられたものである．原審はこの女性の

主張を認めていたが，ニューヨーク州最高裁判

所は，原判決を破棄する判決を下した．最高裁

は彼女の苦境に同情を示しながらも，この問題

は州議会で立法されない限り，司法上の救済は

できないという結論に達したのである．しかし，

ニューヨーク州議会は翌1903年，プライバ

シー権を保護することを内容とする法律を制定

して，この問題を立法的に解決した．その内容

は，「広告の目的，あるいは取引のために」い

かなる人物にせよ，その名前，その他を使用す

ることは一つの犯罪に当たり，また不法行為で

あると規定したものであったが，個人のプライ

バシーについて，それが商業上利用されること

のみを取り上げた狭い意味しかもたないもの

だった．

　1905年になると，ジョージア州最高裁判所

が，初めてプライバシー権を認める判決を下し

た．これは，パオロ・パペジッヒがニューイン

グランド生命保険会社を訴えたものであるが，

先の「ご家庭の粉」事件と類似したもので，一

度も同意したことのない自分の写真を使われた

ことで，起こした訴訟だった．ジョージア州最

高裁は，プライバシーの権利は存在しており，

その権利を侵害された者は損害賠償を受けるこ

とができると結論を下した．ここで初めて，

ウォーレンとブランダイスの考え方がとり入れ
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られたのである．

　その後，それぞれの州は次々とプライバシー

権について議論し，判決でもプライバシー権を

認める裁判が多くなっていった．しかし，その

取り扱いは一様ではなく，各州によって内容は

ほとんどばらばらであった．それを整理したの

は，プロッサー（William L. Prosser）である．

彼は，プライバシーの権利を，保護利益の性質

と侵害行為の態様に着目し，ウォーレンとブラ

ンダイスの考えを包摂しながら，もう少し広く

プライバシーを定義付けたといえる．プロッ

サーは1960年の「カリフォルニア・ロー・レ

ビュー」（California Law Review）に書いた

「プライバシー」（Privacy）と題する論文の中

で，「それは，一つの不法行為ではなく，四つ

の不法行為の集合である」と結論づけた．その

四つの類型とは，次のようなものである．

　①　個人が，他人の干渉を受けず，隔離され

　　　た私生活を送っているのに侵入すること

　　　一侵入（intrusion）

　②　個人にとって他人に知られたくない事実

　　　を公開すること一私事の公開（public

　　　disclosureof privatefacts）

　③　個人についてある事実を公開することに

　　　よって，他人の眼にその個人の真の姿と

　　　異なる印象を与えること一公衆の誤認

　　　(falselightin the publiceye）

　④　氏名や肖像のように個人にとって私的な

　　　ものを別の人間の利得のために利用する

　　　こと一盗用（appropriation）

　これは，法分野でいえば，不法行為法レペル

でとらえた優れた成果である．

4.現代的プライバシー権の確立とその背景

　アメリカでは, 1960年代中葉になると，科

学技術の飛躍的発展，特にコンピュータの性能

向上との関係で新たなプライバシー問題に関心

が寄せられるようになった．従来のコンピュー

タは，まさに電子計算機にすぎなかったが，そ

のころ発達してきたコンピュータは，大量の情

報を蓄積し，処理する機能を備えるものになっ
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てきていた．そのようなコンピュータで個人に

関する情報が処理されるようになると，個人の

権利は，コンピュータを操作する人の手に握ら

れてしまうのではないかという管理社会への危

機感が生まれてきた．そこで，このような事態

にどのように対抗するかということで，いろい

ろな議論が始まり，新たなプライバシー権の定

義も出てきた．

　代表的なものとして，ウェスティン（Alan

F. Westin）の定義かおる．彼は1967年の「プ

ライバシーと自由」（Privacy and Freedom）と

いう著作において，「プライバシーとは，個人，

グループまたは組織が，自己に関する情報を，

いつ，どのように，また，どの程度に他人に伝

えるかを自ら決定できる権利である.」と定義

している．この考え方は，以前のような「ひと

りにしておいてもらう権利」というような消極

的なものではなく，他人が自己に関する情報を

利用することができる程度を決定する権限を自

己が有しているという，極めて積極的な定義づ

けになっている．ただ，ここで注意しなければ

ならないことは，プライバシー権の主体を「個

人」に限定しないで「団体」等にも広げている

ことである．

　しかし，その後は，権利主体を「個人」とす

る方が，一般的になってきているようである.

1973年に我が国で講演したことのあるミラー

（Arthur R. Miller）は, 1971年の著書「プライ

バシーへの攻撃」（The Assault on Privacy）の

中で，権利主体を「個人」としている．彼はこ

の本の中で，次のように述べている．「最近，

法律家や社会科学者は，効果的なプライバシー

権の基本的特質は，自己に関する情報の流れを

コントロールする個人の能力-社会関係や個

人の自由を維持するのにしばしば不可欠なカ

ーであるという結論に到達するようになった．

これと相関的に，個人が自己に関する情報の流

れを統御する栓のコントロールを奪われるなら

ば，その者はある程度まで栓を操作することが

できる人々や機関に屈従することになるご

　つまり，プライバシー権の定義は従来の受動
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的，消極的な「ひとりにしておいてもらう権

利」という伝統的プライバシー権から，「自己

に関する情報の流れをコントロールする個人の

権利」という能動的，積極的な現代的プライバ

シー権へと変わってきたのである。

5.公正信用報告法

　以上のような現代的プライバシー権を保護す

るために，様々な手法を用いた政策が，とられ

るようになってきた.

　1970年に，アメリカで制定された「公正信

用報告法」（Fair Credit Reporting Act）は，現

代的プライバシー権の立法化のはしりである．

この法律は，消費者信用保護法（Consumer

CreditProtectionAct）の末尾に追加の規定をつ

けて改正したもので，消費者＝個人に関する信

用情報を収集，蓄積し，その情報を企業等に提

供している消費者信用報告機関から出される個

人の信用価値，信用度，与信限度，性格，一般

的評判，個人的特質または生活状態などについ

ての報告が，公正かつ正確に行われ，また個人

のプライバシーが尊重されることを目的として

制定されたものである．そして，その消費者信

用報告の対象となる情報は，主として個人的な

用途のためのクレジットや保険，雇用の目的，

その他権限を有する裁判所の命令や消費者本人

の書面による指図などに従って，書面または口

頭によって行われる通信のこととされている．

　この法律の主な内容にある利用者の義務をみ

てみると，その情報を利用しようとする者は，

自分の身元を明らかにし，他の目的に使用しな

いことを説明しなければならないという義務や，

消費者信用報告機関から提供された情報をもと

に，あるいは，その情報を決定理由の一つとし

て，情報利用者が消費者に不利な決定を行った

場合，この事実とその報告を作成した消費者信

用報告機関がどこであるか，消費者に示さなけ

ればならないという義務かおる．また，消費者

信用報告機関の義務としては，利用者が説明し

た目的以外にその情報を利用する恐れかおると

きは，消費者信用報告を提供してはならないと
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いうことや，消費者から要求があった場合には，

その個人の情報を開示しなければならないこと，

情報の正確性について消費者から反論があった

場合，適当な期間内に再調査を行い，その結果

に応じて適切な措置をとらなければならないこ

と，そして，十分に長い時間か経過しており，

現在の消費者個人を判断するのにふさわしくな

いような情報は，提供してはならないというこ

と等が規定されている．さらに，この法律は消

費者の閲覧権も認めている．

　以上が公正信用報告法の内容であるが，これ

らの規定は民間部門におけるプライバシーを考

える上でも，極めて重要な項目であり，その後

のプライバシー保護対策に大きな影響を与えて

いる．

6.連邦保健教育福祉省報告の5原則

　アメリカにおいては，行政分野で個人データ

のコンピュータ化か著しく進んでいる社会福祉，

医療保険等を所管している連邦保健教育福祉省

（U.S Department of Health, Education, and

Welfare）かおる．そこでは「自動個人データ

に関する長官の諮問委員会」（Secretary's Ad-

visory Committee on Λutomated Personal Data

System）がプライバシー保護について検討し

ていたが, 1973年6月25［］に，同委員会は，

「記録，コンピュータおよび市民の権利」（Re-

cords, Computers, and the Rights of Citizens）と

いう報告書を発表した．この報告書では，「現

行法のもとでは，人のプライバシーは専断的ま

たは濫用的な記録保管業務に対して，不十分な

保護が与えられているにすぎない．こういう理

由から，またコンピュータ時代にふさわしい記

録保管業務の基準確立の必要という理由からも，

すべての自動個人データ・システムに対し連邦

の「公正情報業務コード」の制定」を勧告して

いる．そして，このコードについて，自動個人

データ・システムに対する保護措置要件として，

法的効力が与えられることになる5つの基本原

則が基礎になるとされている．その5つの基本

原則の内容は，次の通りである．

No. 1

①　その存在自体が秘密になっているどのよ

　　うな個人データ記録保管システムも存在

　　してはならない.

②　個人が，自己に関するどのような情報が

　　記録の中にあり，また，それがどのよう

　　に使用されているかを見出す方法がなけ

　　ればならない．

③　個人が，ある一つの目的のために取得さ

　　れた自己に関する情報が，その承諾なし

　　にその他の目的のために使用されること

　　を防止する方法がなければならない.

④　個人が，自己に関する識別可能な情報の

　　記録を，訂正する方法がなければならな

　　い.

⑤　識肘可能な個人データの記録を創設し，

　　保有し，利用し，または頒布する組織は，

　　データの信頼性をその意図した用途のだ

　　めに確保しなければならず，また，その

　　データの誤用を防止するために，相当な

　　刊彷措置を講じなければならない．

7. 1974年連邦プライバシー法の8原則

　これまでのような現代的プライバシー権の発

想に基づく新たな立法として注目されるのが，

1974年の連邦プライバシー法（Privacy Act of

1974）である．ここでは，はっきりと条文に

「自己情報コントロール権」が生きている．つ

まり，この法律の第2条（b）項の中には，次の

ように規定された条文があるのである.

　・自己に関する記録の，行政機関による収集，

　　保有，利用，または公開に関する決定権を

　　個人に認める.

　・行政機関により一定の目的のために取得さ

　　れた自己に関する情報が，その承諾なしに

　　他の目的に利用され，または利用に供され

　　ることを防止する権限を個人に認める．

　その他，この法律は，直接保健教育福祉省報

告書が明らかにした5原則を，全面的に採用し

たばかりでなく，連邦議会が必要と認めたその

他の諸原則も採り入れている，このプライバ

シー法に基づいて設置された「プライバシー保
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護調査委員会」（Privacy ProtectionStudy Com-

mission）が, 1977年に発表した「情報社会に

おける個人のプライバシー」（Personal Privacy

in an Information Society）という報告書による

と，プライバシー法の原則は8つに整理するこ

とができるとされている．その8原則とは①公

開の原則，②個人アクセスの原則，③個人参加

の原則，④収集制限の原則. ⑤使用制限の原則，

⑥提供制限の原則，⑦情報管理の原則, ⑧責任

の原則であり，これらの内容は，次のようなも

のである.

　①　公開の原則-その存在自体が秘密に

　　　なっているどのような個人データ記録保

　　　管システムも存在してはならず，その方

　　　針，業務およびシステムに関して公開の

　　　政策がとられなければならない.

　②　個人アクセスの原則~個人的に識別可

　　　能な形で自己に関する情報記録が保管組

　　　織により保有されている個人は，その情

　　　報を見る権利および複写する権利を有す

　　　るものとする.

　③　個人参加の原則一自己に関する情報が

　　　記録保管組織により保有されている個人

　　　は，その情報の内容を訂正または修正す

　　　る権利を有するものとする.

　④　収集制限の原則一個人に関して組織が

　　　収集できる情報の種類に制PSを設け，ま

　　　た，組織がそのような情報を収集する方

　　　法に関しても一定の要件を設けるものと

　　　する.

　⑤　使用制限の原則一記録保管組織内にお

　　　ける個人に関する情報の内部的使用に対

　　　し制限を設けるものとする.

　⑥　提供制限の原則一記録保管組織が行う

　　　ことができる個人に関する情報の外部へ

　　　の提供に対し制限を設けるものとする.

　⑦　情報管理の原則一記録保管組織は個人

　　　に関する情報の組織による収集，保有，

　　　使用および頒布が必要かつ合法的であっ

　　　て，また，その情報自体が最新かつ正確

　　　であることを保障する合法的かつ適切な

－7? ―

　　情報管理の方針および業務方法を確定す

　　る積極的な責任を負わなければならない

　　ものとする.

⑧　責任の原則一記録保管組織は，その個

　　人データ記録保管方針，業務およびシス

　　テムに関し責任を負うものとする．

第2節　日本のプライバシー論

1.プライバシー議論の始まり

　我が国においてプライバシー権が論じられる

ようになったのは，第二次世界大戦後のことで

ある．それまで，アメリカのプライバシー権が

「内秘権」や「秘密権」という訳語で論じられ

たことはあったが，それほど活発な議論ではな

かった．その理由としては，日本人が小さな家

に住み，長屋的生活を送り，相互に寄り添って

生きてきた民族であることがあげられる．長屋

という社会の最小単位の中で，信頼関係を維持

してきた民族からは，プライバシーという観念

はなかなか生まれにくかった．しかし，第二次

世界大戦後になると言論の自由が保障され，そ

れに伴って出てきた個人の私事等をあばくマス

メディアのために，プライバシー権が本格的に

主張されるようになり，法学界においても議論

が活発化した．

　そこに出てきたのが，昭和36年の「宴のあ

と」事件である．この訴訟によって「プライバ

シー」の保護が国民一般に広く意識されるよう

になり，また我が国で初めてプライバシーの権

利を承認した判決が出された．「宴のあと」事

件とは，個人の私生活が小説の形で大衆の目に

さらされたことに対する訴訟事件である．その

事件の内容は，昭和34年の東京都知事選に，

社会党から推されて立候補し，苦杯を喫した元

外務大臣の有田八郎が三島由紀夫の小説「宴の

あと」により，自己のプライバシーを侵害され

たとして，昭和36年3月に作者の三島氏と出

版元の新潮社を相手どって，東京地方裁判所に

慰謝料と謝非広告を請求した民事訴訟であった．

この訴訟の当事者がいずれも有名な人物であっ

たうえに，プライバシーという我が国では耳慣
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れない新しい言葉が使われたこともあって，大

きな反響を呼んだ．

　昭和39年，東京地裁は，原告のプライバ

シーを侵害されたという主張を認め，被告に

80万円の慰謝料の支払いを命じる判決を下し

た．この判決ではプライバシー権の法的根拠に

ついては，日本国憲法のよって立つところでも

ある個人の尊厳，他人の住居を正当な理由がな

いのにひそかにのぞき見る行為の禁止（軽犯罪

法第1条第1項第23 号），相隣地の観望について

の制限（民法第235条第1項），信書開披罪（刑法

第133条）などをあげ，次のように述べている.

「ここに挙げたような成文法規の存在と……私

事をみだりに公開されないという保障が，今日

のマスコミュニケーションの発達した社会では

個人の尊厳を保ち幸福の追求を保障するうえに

おいて必要不可欠なものであるとみられるに

至っていることを合わせ考えるならば，その尊

重はもはや単に倫理的に要請されるにとどまら

ず，不法な侵害に対しては法的救済が与えられ

るまでに高められた人格的な利益であると考え

るのが正当であり，それはいわゆる人格権に包

摂されるものではあるけれども，なおこれを一

つの権利と呼ぶことを妨げるものではないと解

するのが相当である.」判決は，プライバシー

権を「私生活をみだりに公開されないという法

的保障ないし権利」と理解したのである．アメ

リカより約60年遅れて，ようやく日本では，

プライバシー権が認められるようになった．

2.情報化の進展に伴うプライバシー議論

　このように，出版，マスコミ活動に関しての，

プライバシー侵害問題については，昭和30年

代から問題となっていたが，情報化に伴ってプ

ライバシー侵害が議論されるようになったのは，

昭和40年代後半からである．その理由は，昭

和40年代に入ってコンピュータ利用が念,速に

拡大するとともに，その利用もそれまでの統計，

試験研究といったものから，税，年金，免許等

個人情報をも取り扱うことになり，国民生活に

より関係が深いものとなってきたからである．

No. 1

　昭和43年8月，政府は電算化推進の一環と

して「電子計算機利用の今後の方策についての

閣議決定」を行い，その後「関係七省庁会議」

（行政管理庁（現総務庁）,大蔵省，通商産業省，文

部省，郵政省，科学技術庁，経済企画庁）を発足さ

せ，昭和45年2月にこの会議は「情報処理高

度化運営方針」を作成した．そこで決定された

基本事項のうち，事務処理用統一個人コード設

定の推進を達成するため，同年3月「各省庁統

一個人コード連絡研究会議」が設けられた．こ

の事務処理用統一個人コードが，「国民総背番

号制」につながるものであるとして，管理社会

化，国民総監視システムへの恐れから，コン

ピュータ処理に係わる個人情報の保護の必要性

について，議論が高まる契機となった．その後，

統一個人コードについては，国民の反対運動の

高まり，費用対効果等の問題から実現はしてい

ない．

3.中央会議の結成

　これらの国民総背番号制に早くから反対の態

度を表明し，活発な運動を行ってきたのは全電

通（全国電気通信労働組合）であった．この全電

通を中心に電機労連（全日本電機機器労働組合連

合会）や自治労（全日本自治団体労働組合）,そし

て学者，文化人を加え，昭和47年日月15日，

「国民総背番号制に反対しプライバシーを守る

中央会議」（以下「中央会議」とい引か結成さ

れるに至った．そして，「コンピュータの便利

さと人間の尊厳は引きかえにできない」を標榜

し，積極的に運動を展開していった．この運動

が，国民総背番号制に歯止めをかけたことは間

違いない．

　さらに，中央会議は，昭和48年には，先に

述べたミラーを招いて, 2月19日から23日に

わたり，東京，京都および広島で，講演会，パ

ネル・ディスカッション，専門家会議を開いて，

国民総背番号制が個人の人権に与える危険性を

訴え，その対策などについて討論した．この会

議でミラーは，アメリカで進行しつつあるコン

ピュータ社会の陰の部分や，コンピュータ利用
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についての原則について発言し，これを踏まえ

て，中央会議はこれまでの一連の会議のまとめ

として「現代文明のきわめてけんらん豪華な繁

栄という外観」のもとに，「データバンク社会，

管理社会化による人間の人格と精神の大量死」

かおることを指摘し，「情報は権力なり」のコ

ンピュータ社会では，もはや「管理者や権力の

善意は期待するな」ということを確認した．

　続いて，昭和49年9月，中央会議の政策メ

ンバーは，「日本におけるコンピュータ利用と

プライバシー保護に関する報告書」をまとめた

が，この報告書の中で「法制化へむけての提

起」として, ①システム規制, ②システムの運

営, ③個人情報の貯蔵，④個人情報の正確性の

維持，⑤プライバシー保護委員会の設置などを，

具体的に明らかにした．これらの運動は，その

後制定されはじめる全国のプライバシー条例に

乱影響を与えることになる．

4.国におけるプライバシー保護の議論や様々な運

　　動の広がり

　今度は，政府のプライバシー保護の動きにつ

いてみてみよう．

　政府において，行政機関が保有する個人旨報

についての保護対策が，本格的に検討され始め

たのは，昭和49年に入ってからである．昭和

49年6几行政管理庁長官は行政監理委員会

に対し，「行政機関等における電子計算機利用

に伴うプライバシー保護に関する制度の在り方

いかん」について，諮問を行ったバ司委員会は

これを受けて，約10か月にわたり，調査，審

議を行い，昭和50年4月には，「行政機関等に

おける電子計算機利用に伴うプライバシー保護

に関する制度の在り方についての中間報告」を

行った．ここでは「現段階では一義的な結論を

得ることは困難」であり，「この問題について

は引続き検討を進めるべきもの」と報告してい

る．しかし，その一方で「維持管理等運用に関

する規制」については，「法的措置を別として

も，このような事項の自主規制につき，行政機

関内部において更に検討を進め，内部管理体制
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を充実する必要があろう.」として，個人情報

の維持管理について適切な行政運営上の措置を

維持すべきことをも指摘することを忘れなかっ

た．

　この行政監理委員会中間報告を受け，政府に

おいては，電子計算機処理に係わるデータのう

ち，特にその漏えい，滅失，き損等を防止する

必要があるものに関し，各省庁が講ずべき事項

の大綱を定めた「電子計算機処理データ保護管

理準則」が，昭和51年1月に事務次官等会議

で申し合わされた．各省庁では，この準則に基

づき，それぞれの内部規程を定め，個人，法人

等に関するデータのうち，特に漏えい，滅失，

き損等を防止する必要のあるデータの保護を図

ることとされた．ここにプライバシー保護議論

はピークをむかえたのである．その後の国の動

きについては，昭和55年までしばらく待つこ

とになる．

　さて，その間，昭和53年には，再び国民総

背番号制の問題がもちあがった．これは，金持

ち優遇税制と批判のあった利子・配当分離課税

を改め総合課税とするための案として出された

ものである．この時点で，税金逃れを改善する

ために納税者背番号制を実施し，この番号を付

した納税者カードによって，コンピュータへ入

力したり，照合などのチェックを行おうとした

ために，中止されたはずの国民総背番号制復活

への第一歩ではないかという批判が高まったの

であった．

　そして，昭和55年9月にOECDの理事会が

「プライバシーの保護と個人データの国際交流

についてのガイドラインに関する理事会勧告」

を採択し，加盟国に対して個人データ処理にあ

たっては，8つの原則を守るよう国内法の整備

を求めたのを受けて，行政管理庁では，昭和

56年1月から，学識経験者等を集めた「プラ

イバシー保護研究会」を開催し我が国における

情報処理に伴うプライバシー保護対策について，

調査研究を行った．その結果，昭和57年7月

には，「個人データの処理に伴うプライバシー

保護対策」が発表され，この報告で「プライバ
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シー保護の新たな立法が必要である」旨が明言

されており，国レベルの早急な取り組みを迫っ

たのであった．

5.伝統的プライバシー権から現代的プライバシー

　　権へ

　日本においても，アメリカや世界の動きと同

様，プライバシーの権利の概念は伝統的なもの

から現代的なものへと変化した．

　従来の伝統的プライバシー権の概念は，プラ

イバシーの訳語に権利をつけて，「内秘権」，

「秘密権」r私事権」，「私生活権」等とされて

いた．これに加えて，判決で出された「私生活

をみだりに公開されないという法的保障ないし

権利」という概念も，伝統的なプライバシー権

に入ることは，前述の通りである．

　ところが，コンピュータ化の進展に伴い，日

本でも新たな定義がされるようになった．それ

が「自己に関する情報の流れをコントロールす

る個人の権利」または「自己情報コントロール

権」という現代的プライバシー権である．日本

も消極的，受動的な概念から積極的，能動的な

要素を含む概念へと，展開してきたのである．

第３節　プライバシー保護と個人情報保護

1.プライバシー保護と個人情報保護の関係

　これまで述べてきたように，アメリカで発達

したプライバシーの概念は，やや遅れて同様な

問題に直面するようになった各国において採り

入れられてきた．しかし，ヨーロッパ諸国にお

いては，「プライバシー」という言葉に１対１

で対応する概念が，必ずしも存在しないところ

があるため，法律の制定にあたっては，プライ

バシー保護という言葉は用いないで，「データ

保護」という言葉が使われている国が多くある．

例えば，同じ英語圏であるイギリスであっても，

プライバシーという言葉は使用しないで「デー

タ保護」という言葉を使っている．このように，

アメリカとヨーロッパ諸国では，使用する言葉

の上では異なるものの，保護しようとしている

のは個人M報であり，それを保護する手法等も
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ほぼ同じ内容であるから，アメリカの「プライ

バシー法」とイギリスの「データ保護法」の概

念は同じである．つまり，プライバシー保護法

も個人データ保護法も個人情報保護法も，言い

方は違っても，法律の内容からみると，概念的

にはほぼ同じということになる．

　ところが，今度は「法」という言葉を取って，

プライバシー権というものを考えてみた場合，

事情は少し違ってくる．プライバシーの権利と

個A匿報保護の概念には，確かに共通するとこ

ろがあるが，全く同じとはいえない．すなわち，

プライバシーの権利の中には個人情報保護に関

係ないものも多く含まれており，個人情報保護

よりもプライバシーの権利の方が概念は広いの

である．プライバシーの権利には含まれるが，

個人情報保護の概念には含まれないものとして，

例えば，勝手に写真を撮られて雑誌に掲載され

る，のぞき見されるなどといったものが挙げら

れる．

2.プライバシー保護，個人情報保護，データセ

　　キュリティの関係

　さて，今度は，プライバシー保拡個人情報

保護，データセキュリティの関係をはっきりさ

せておこう．これは，データセキュリティの概

念をはっきりさせると，違いがよくわかる．

　情報システムの保護に関するセキュリティに

ついては，「コンピュータセキュリティ」とか

「データセキュリティ」とか言われるが，これ

らの用語は必ずしも共通の概念で使われている

わけではない．一般的には，「コンピュータセ

キュリティ」が，コンピュータ処理を行うシス

テムすべてのコンピュータ資源を保護する意味

で，一番広い概念で使われるのに対し，「デー

タセキュリティ」は，システムの中のデータを

その脅威あるいはリスクから保護する意味で使

われている．そして，これら「コンピュータセ

キュリティ」，「データセキュリティ」において，

コンピュータで処理されるデータでプライバ

シーに係わるものが，プライバシー法，データ

保護法あるいは個人情報保護法の対象となって
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いるのである．しかし，現代の個人情報保護法

は，セキュリティの部分も少し含めたり，また

コンピュータシステムのデータばかりでなく手

作業による処理も含めたりしているので，その

境界線は，それほどはっきりとしたものでなく

なってきている．

第二章　個人情報保護の国際的基準

第1節　OECD理事会勧告

1.欧米諸国の利害対立

　1970年代に入って本格化した国際データ通

信は，国民のデータが他国へ流出し，蓄積，処

理されるという状況を生み出した．これは，情

報が自由に他国に流れることによって，自己の

コントロールの及ばない場所で，自由な変造，

歪曲あるいは結合が行われる危険性かおるとい

うことを意味している．つまり，個人情報の規

制について，ゆるい政策をとっている国に，個

人情報の巨大なデータベースがっくられ，デー

タの避難所が形成されると，そこから自由に情

報が供給されることになり，たとえ自国が個人

情報の厳重な保護を行っていたとしても，意味

がなくなるのである．

　この「データの国境を越える流通」（Trans-

boarder Data F10w）という名のもとに議論され

た問題は，ヨーロッパ諸国の間に起ってきたも

のであるが1970年代にヨーロッパ諸国で，相

次いで制定された個人隋報保護のための法律の

中には，個人データの国外処理を制限する条項

を設けているものが多くある．このような制限

条項は，自岡民の個人隋報保護には役立つが，

他方においては諸国聞の情報の自由な流れを妨

げるという効果をもつことになるし，また，た

とえ，制限条項をもたなくても個人階報保護を

目的とする法律は，データの国外処理の阻害要

因ともなりかねないのである．

　当時，アメリカには，全地球的な規模の通信

ネットワークが存在し，その所有者である企業

は，ネットワークを通じてヨーロッパ市場を席

巻していた．そのため，これらヨーロッパ諸国

-

Zター

の個人情報保護法は，アメリカの経済的利益を

圧迫することとなり，情報産業で圧倒的な優位

を占めているアメリカと，個人情報保護法で個

人データの国外処理を制限しようとするヨー

ロッパ諸国との間で，利害の対立が深まって

いったのである．

2. OECD理事会勧告の採択

　さて，このアメリカとヨーロッパ諸国の利害

対立の調整をゆだねられたのが，経済協力開発

機構：OECDであった．0ECDは, 1978年の

はじめに，「国際データ障害とプライバシー保

護専門家グループ」を設置し，個人データの国

際流通と個人データおよびプライバシーの保護

についての基本的ルールに関するガイドライン

を，作成するように指示した．そして, OECD

は，この専門家グループの作業をもとに, 1980

年9月23「」，「プライバシー保護と個人データ

の国際流通についてのガイドラインに関する理

事会勧告」を採択したのである．この理事会勧

告は，プライバシー保護の国際水準を示したも

のとして，注目に値するとともに，我が国では，

国レベルでの個人情報保護を検討する一つの契

機となった．

3. OECD理事会勧告の内容と法的性格

　この勧告の附属文書に出てくるプライバシー

保護のためのガイドラインは，個人データの収

集制限の原則から責任の原則まで8原則が定立

されているが，これを見ると，プライバシー保

護に傾きすぎているように，見えるかもしれな

い．しかし，この勧告はそうではなくて，情報

の自由な流れの確保とプライバシー保護の調和

を図るために，採択されたものなのである．

　そのOECD理事会勧告は，次の通り勧告し

ている.

　　[理事会は，……力|].盟国間の情報の自由な

　　流通を促進すること及び加盟国間の経済的

　　社会的関係の発展に対する不当な障害の創

　　設を回避することを決意し次のとおり勧告

　　する．
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　　　１　加盟国は，本勧告の主要部分である

　　　　　勧告附属文書のガイドラインに掲げ

　　　　　ているプライバシーと個人の自由の

　　　　　保護に係わる原則を，その国内法の

　　　　　なかで考慮すること．

　　　２　加盟国は，プライバシー保護の名目

　　　　　で，個人データの国際流通に対する

　　　　　不当な障害を除去，又はその障害の

　　　　　創設を回避することに努めること．

　　　３　加盟国は，勧告附属文書に掲げられ

　　　　　ているガイドラインの履行について

　　　　　協力すること．

　　　４　加盟国は，このガイドラインを適用

　　　　　するために，特別の協議・協力の手

　　　　　続きについてできるだけすみやかに

　　　　　同意すること.」

　勧告の附属文書に掲げられているガイドライ

ンは, 5部22条からなり，第一部では，ガイ

ドラインの適用範囲等を規定している．ここで

は，①プライバシーと個人の自由に対して危険

性のある公的及び私的部門の個人データに適用

すること, ②電子計算機処理に係わる個人デー

タに限定してもよいこと, ③このガイドライン

は，最小限の基準とみなされるべきであり，追

加的措置により補完することができること等と

されている．また，ガイドラインの第二部及び

第三部に掲げられている諸原則に対する例外は，

国家主権，国家安全保障，及び公秩序に関係す

るものを含め，できるだけ少なくすること，国

民に知らしめることとされている．

　第二部は国内適用における基本原則であり，

当時すでに立法化していたアメリカ，フランス，

ドイツ等の法律を集約したもので, 8つの原則

をあげている．この８原則については，後で説

明する．

　第三部は国際的適用における基本原則であり，

①加盟国は，プライバシーと個人の自由の保護

という名目で，これらの保護に必要な程度を超

え，かっ，個人データの国際流通に対して，障

害を創設するような法律や施策を差し控えるべ

きであるとしつつも, ②他の加盟国が自国と同
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等の保護を課していない場合には，個人データ

の流通を制限することができるとして，個人

データの自由な流通の確保と合法的な制限の許

容性についての原則を掲げている．

　以上のようなＯＥＣＤ理事会勧告の法的性格

について見てみると，これは勧告であるから，

条約のように法的拘束力を持つものではない．

ガイドラインの８原則も国内法の中で考慮すべ

き原則として掲げられており，それをどのよう

に実施するかは，加盟国の裁量にゆだねられて

いるのである．

4. OECD理事会勧告の８原則

　勧告の附属文書に掲げられているガイドライ

ンの第二部は，国内適用における８つの基本原

則である．この８原則は，国内法の中で考慮す

べき原則として，つまり，世界のあらゆる加盟

国の立法化への基準として，非常に有名なもの

である．その８原則とは，次のようなものであ

る.

　①　収集制限の原則

　　　個人データの収集には，制限を設けるべ

　　　きであり，いかなる個人データも，適法

　　　かつ公正な手段によって，かつ適当な場

　　　合には，データ主体に知らしめ又は同意

　　　を得たうえで，収集されなければならな

　　　い.

　②　データ内容の原則

　　　個人データは，その利用目的に沿ったも

　　　のであるべきであり，かつ利用目的に必

　　　要な範囲内で正確，完全であり，最新な

　　　ものに保たれなければならない.

　③　目的明確化の原則

　　　個人データの収集目的は，収集時よりも

　　　遅くない時点において明確化されなけれ

　　　ばならず，その後のデータの利用は，当

　　　該収集目的の達成又は当該収集目的に矛

　　　盾しないで，かつ目的の変更毎に明確化

　　　された他の目的の達成に限定されるべき

　　　である．
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④　和｣用制限の原則

　　個人データは，第9条(目的明確化の原

　　則)により明確化された目的以外に開示

　　利用その他の使用に供されるべきではな

　　いが，次の場合はこの限りではない．

　　　データ主体の同意がある場合，又は

　　　法律の規定による場合

⑤　安全保護の原則

　　個人データは，その紛失もしくは不当な

　　アクセス，破壊，使用，修正，開示等の

　　危険に対し，合理的な安全保護措置によ

　　り保護されなければならない.

⑥　公開の原則

　　個人データに係わる開発，運用および政

　　策については，一般的な公開の政策がと

　　られなければならない．個人データの存

　　在，性質およびその主要な利用目的とと

　　もにデータ管理者の識別，通常の住所を

　　はっきりさせるための手段が容易に利用

　　できなければならない.

⑦　個人参加の原則

　　個人は次の権利を有する.

　　・データ管理者が自己に関するデータを

　　　有しているか否かについてデータ管理

　　　者又はその他の者から確認を得ること.

　　・自己に関するデータを，

　　　　(1)合理的な期間内に，

　　　　(2)もし必要なら，過度にならない

　　　　　　費用で，

　　　　(3)合理的な方法で，かつ，

　　　　(4)自己にわかりやすい形で，

　　　自己に知らしめられること．

　　上記(1)および(2)の要求が拒否された場合

　　には，その理由が与えられること，およ

　　びそのような拒否に対して異議を申し立

　　てることができること.

　　　　㈲　自己に関するデータに対して異

　　　　　　議を申し立てること，およびそ

　　　　　　の異議が認められた場合には，

　　　　　　そのデータを消去，修正，完全

　　　　　　化，補正させること．
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　⑧　責任の原則

　　　データ管理者は上記の諸原則を実施する

　　　ための措置にしたがう責任を有する．

　少し補足を加えると, 8原則のうちの①収集

制限の原則には，一つの朗題が隠されている．

そのことについては，0ECD理事会勧告解説

メモランダムの中に示されているが，それは，

個人データの収集制限に係わることで，いわゆ

るセンシティブ情報についてのことである.

「センシティブ」（sensitive）という語を訳すと，

辞書には，「敏感な」，「感受性の強い」，「傷つ

きやすい」などとのっているが，実際には日本

語の概念に訳すのは非常に困難であり，法律的

にも日本語に訳さずに，そのまま「センシティ

ブ」と用いている．このセンシティブ情報に当

たるのは，人種，信条，犯罪記録などの差別の

危険性の高い情報で，ヨーロッパ諸国では，こ

れらのセンシティブ情報を法律で制限している

国が多くあり，0ECDもこれらの情報の収集

については，制限すべきであると考えている．

しかし，0ECDの専門家グループは，このセ

ンシティブ情報について議論した結果，センシ

ティブと万人に認められるようなデータを定義

付けることは，不可能であることがわかった．

よって, 8原則の中の収集制限の原則の表現は，

個人データの収集には限度かおるというような

ものになったのである．

第2節　欧州評議会条約

1. CEの個人情報保護条約の成立

　欧州評議会（CE）は，人権擁護の面から，早

くからプライバシー保護または個人情報保護に

ついて取り組んできた機関である．このCEの

閣僚委員会は, 1980年9月17日，「個人デー

タの自動処理に関する個人の保護のための条約

（ヨーロッパ条約108号）」を採択した．そして，

この条約は，翌1981年1月28日，各国の署名

に付され, 1985年, 5か国目の当時の西ドイ

ツが批准をしたので，同年10月1日発効した．

この条約は，形式的には異なった方法で定めら

れているが，内容はOECD理事会勧告の原則
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とほぼ同じである．
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2. CEの個人情報保護条約の内容

　このCEの個人情報保護条約は, 7章28条

からなるが，第二章がデータ保護に関する基本

原則とされていて，第4条から第11条まで及

んでいる．この内容は，先に述べたように

OECD理事会勧告の原則とほぼ同じである．

従って，ここではCEの条約とOECD理事会

勧告の原則との違う点に注目しながら，その内

容の特徴を簡単に述べてみたいと思う．

　CEの条約には，0ECD理事会勧告の8原則

に当たるものが，ほぼ同じ内容で規定されてい

るが, OECD原則にはない違うところが主に

2か所ある. 1つは，第6条に規定する特別の

種類のデータである．そこには，「人種，政治

的意見又は宗教その他の信条を明らかにする個

人データ及び健康又は性生活に関する個人デー

列ま，国内法により適当な保護措置がとられて

いない限り，自動処理することはできない」と

定められている.0ECDのガイドラインでは，

明確にしていないセンシティブ情報について，

その内容を明らかにし，保護措置をとるよう規

定したところに違いがある. 2つ目は，適用範

囲の問題である.0ECDの理事会勧告では，

第一部の総論でガイドラインの適用範囲につい

て，個人データの自動処理についてのみに，ガ

イドラインを適用してもかまわないとしている

がCEの条約では，第3条の適用範囲の規定に

おいて，自動処理されていない個人データ（手

作業処理の個人データ）に関しても，条約を適用

してもかまわないとしている．両方とも意味す

るところは同じであると思われるが，手作業処

理を含めた範囲に重点を置くか，含めない範囲

に亘嘸を置くか，規定の仕方に微妙な違いがあ

るといえる．

　さらに, CEの条約は第23条に，非加盟国

の加入についても規定を設けている．そこでは，

「この条約の発効後，欧州評議会閣僚委員会は，

欧州評議会憲章第20条に規定された過半数に

よる決定及び同委員会に出席する資格のある加

No. 1

盟国代表者の満場一致の議決により，欧州評議

会非加盟国に対し，この条約への加入を招請す

ることができる」として，非加盟国の加入につ

いても認めているのは大きな特徴である．

第3節　世界各国の個人情報保護法

1.欧米諸国の制定状況

　個人情報の電子計算機処理の進展に伴い，個

人の権利利益の侵害の恐れが出てきた欧米各国

は, 1960年代後半から問題の意識が高まり，

1973年5月には，スウェーデンが国レベルで

は初めて「データ法」を制定した．北欧などに

おいては，個人情報の電子計算機処理を導入す

るに当たり，国民識別番号制度が既に存在して

いたことから，個人の権利利益の侵害の恐れが

より強く意識され，立法化につながったものと

思われる．それ以来OECD加盟24か国の中で

は，アメリカ（1974年12月）,ドイツ（1977年

1月）,フランス（1978年1月）,カナダ｀（1982年

7月）,イギリス（1984年7月）において個人情

報保護のための法律が制定された．

　そのｲ因人情報保護法の内容としては，個人情

報の処理機関に対する規制と個人の権利が主な

ものであり，ほぼ共通したものが認められる．

しかし，それぞれの国の法制度や国情を反映し

て異なる部分も存在する．以下，各岡の制定内

容について，主にスウェーデン，アメリカ，ド

イツ，フランス，カナダ，およびイギリスの法

律を比較してみていきたいと思う．

2.欧米諸国の規制対象領域

　まず，各国が規制する対象領域について考え

てみたいが，規制対象領域といっても，これは

さらに3つに分けることができるのである.

　①　対象部門一公的部門，民同部門の双方

　　　を1つの法律で規制するオムニバス方式

　　　と，公的部門のみを規制し，民間部門に

　　　ついては別の法律で規制するセグメント

　　　方式の二通りかおる．スウェーデン，ド

　　　イツ，フランスおよびイギリスのヨー

　　　ロッパ諸国はオムニバス方式を，アメリ



March　1994 高度↑青報化社会における個人情報保護（西川　仙之）

　　力，カナダはセグメント方式を採用して

　　いる．また，公民両部門を対象としてい

　　るところでも，一般的にいって民間部門

　　よりも公的部門の規制の方が強いという

　　特徴かおる.

②　対象データの処理形態一電子計算機処

　　理のみを対象とするものと電子計算機処

　　理のほかに手作業処理（マニュアル処理）

　　も対象とするものに分かれるが，前者は

　　スウェーデンとイギリス，後者はアメリ

　　カ，ドイツ，フランスおよびカナダが

　　とっている形式である．しかし，やはり，

　　規制の中心は，電子計算機処理のもので

　　ある.

③　対象データの種類一個人情報のみのも

　　のと個人情報だけでなく法人情報も含む

　　ものとに分かれるが，スウェーデン，ア

　　メリカ，ドイツ，フランス，カナダおよ

　　びイギリスのどの国も，個人情報のみと

　　し，法人情報は含まないものとしている．

3.欧米諸国の規制内容の比較

　さて，今度は，それぞれの国の個人隋報の処

理機関に対する規制や，個人の権利の内容につ

いて考えてみよう.

　①　システムの設置一情報システムを設置

　　　し，あるいは所有，運用するに当たって，

　　　それを野放しにすることは，多くの弊害

　　　を生む可能性かおる．従って，法律でそ

　　　の設置の届出あるいは許可を与･えるよう

　　　になっている．その中でも届出だけでよ

　　　いとする国は，アメリカ，ドイツで，フ

　　　ランスでも民m部門については届出制と

　　　なっている．その他のスウェーデン，フ

　　　ランス，カナダでは，主管官庁または委

　　　員会の許可を必要とすることになってい

　　　る．しかし，その中でもスウェーデンに

　　　ついては，公的部門は許可を要せず，事

　　　前にデータ検査院の意見を聞くことに

　　　なっており，イギリスにおいては，登録

　　　という概念を用い，登録官が登録の申請

- むー

　　を拒むことができる場合もありうること

　　を規定した.

②　特定種類のデータの収集・人力制限一

　　特定種類のデータの収集・大力制限につ

　　いては，犯罪，健康，思想・信条，宗教，

　　人種などの特定の情報を，収集，人力し

　　てはならないと，はっきり規定する国は，

　　スウェーデン，アメリカ，フランスの3

　　か国になる.

③　提供の規制一個人に関する情報が，無

　　原則に他に提供されることから生じる弊

　　害を防止するために，提供の制限に関す

　　る規制かおるが，これについては, 6か

　　国とも規定を設けている．特に下部機関

　　の個人データが上部機関に無条件に吸い

　　|こげられたり，他部門との開でやりとり

　　されたりすることには，一定の制限を設

　　けなければならない.

④　データの維持管理一個人旨報システム

　　の所有者が，その安全性と信頼性を維持

　　していくためにとるべき措置や対策につ

　　いては，内容に多少の相違はあれ, 6か

　　国ともこれを定めている.

⑤　システムの公示－スウェーデンを除く

　　他の国では，個人隋報システムの公示が

　　行われている．これは，その存在そのも

　　のが秘密にされているような個人回報シ

　　ステムがあってはならないという考えに

　　基づくものである．なお，スウェーデン

　　においては，他の国と少し違い，ファイ

　　ル管理責任者が個人隋報ファイル簿の名

　　簿を備え置くという形になっており，こ

　　れが公示の役目を果たしている.

⑥　個人の権利一個人の権利としては，閲

　　覧請求権，訂正請求権かおるがどの国も

　　この権利については認めている．しかし，

　　このような閲覧・訂正請求権にも一定の

　　適用除外を，どの国も規定していること

　　は，忘れてはならない．また，不服申立

　　権については，スウェーデンは明文の規

　　定はないが，運用上，データ検査院が苦
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　　情処理をするなど認められているので，

　　その他の国も合わせて, 6か国すべての

　　国で認められているということになる.

⑦　その他一情報処理について制限をして

　　いる国は，スウェーデン，ドイツ，フラ

　　ンス，イギリスのヨーロッパ諸国となっ

　　ている．また，罰則規定については，す

　　べての国で規定しているが，損害賠償と

　　なるとスウェーデン，アメリカ，イギリ

　　スの3か国だけが認めている．

⑧　監督機関一個人情報保護の実効性を確

　　保するため，各国はそれぞれ新設あるい

　　は既存の第三者機関に，法施行の監督機

　　関として，役割を担わせているのである．

4.今後の課題

　欧米諸国における個人情報保護法の最近の動

向としては，技術の発展や法運用の経験を踏ま

えての立法化や，法律の改正または改正の検討

が行われている段階である.

　1980年代に入ると，それまでの大型電子計

算機による情報の集中処理から，ネットワーク

化やマイクロ・コンピュータによる分散処理の

割合が高まり，システムの許認可等の手続きの

簡素化等が，求められるようになった．また，

民間部門については，できるだけ処理機関の自

主規制にゆだねようという傾向が高まっている．

　そして，ヨーロッパ諸国においては, EC

（欧州共同体）の市場統合が目の前に追っている.

EC加盟国間におけるデータ保護規制の調整，

統一化の問題が浮上してきている状態にあるの

である．

第三章　地方公共団体の個人情報保護対策

第i節　地方公共団体の情報化

1.地方公共団体の情報システム

　地方公共団体がコンピュータを利用し始めた

のは，昭和30年代の半ばからであった．その

後40年代には，経済の高度成長を背景とした

行政需要の増大，複雑化に対応するため，コン
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ピュータが積極的に活用されるようになってき

た．しかし，昭和50年前後から石油ショック

後の厳しい財政事情に陥ることとなったため，

地方公共団体は，国に先駆けて行政改革に取り

組み，これらの状況の解決に努めてきた．この

行政改革は一応の成果を挙げたが，その後の人

口の高齢化，社会の情報化等の社会経済情勢の

変化に対応するためには，引き続き行政改革を

行っていかざるを得なかった．

　こうした事情を踏まえ，昭和59年12月の閣

議決定「行政改革の推進に関する当面の実施方

針について」において，地方公共団体における

今後の行政改革の総括的な指針となるべき，

「地方行革大綱」を策定することが決定された．

自治省では，この閣議決定を受けて，地方行革

大綱を策定し，昭和60年1月，各地方公共団

体にあてて，これを通知した．この大綱は，そ

の重点事項として7項目を取り上げ，それぞれ

に具体的な改革の指針を示しているが，その中

の1項目として「OAｲﾋ等事務改革の推進」を

挙げ，0Aの積極的な導入と有効な活用を図る

ことを，求めている．これを受けて，地方公共

団体においては，さらに情報化が進むこととな

り，現代では，ほぼすべての地方公共団体でコ

ンピュータが使われている．

　これらの地方公共団体の情報化の歩みを，歴

史的にまとめてみると，その変化は大別して二

つの段階に分けて説明することができる．まず，

第一段階は昭和35年から昭和50年代前半まで

の時期である．汎用コンピュータを利用し，主

に税額計算，給与計算，統計処理等の大量定型

の業務が，バッチ処理を中心として行われてい

た．第二段階は昭和50年代前中期からごく最

近までの時期である．汎用コンピュータの性能

向上と情報処理通信技術の進歩により，オンラ

インシステムやデータベースシステム等の高度

利用が急速に進行するとともに，パソコン等の

OA機器の導人が始まり，主に住民基本台帳に

記載されている住所，氏名，生年月日，性別な

どの項目をデータベース化して利用したり，税

務や民生，福祉関係のコンピュータシステムと
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結合したりして，情報を集中して管理する方法

に移ってきた．

　地方公共団体は，このように多様な業務をコ

ンピュータ処理しているのであるが，地方公共

団体においては，地域住民に密着した行政を行

う主体であるため，コンピュータ処理される業

務の中には，個人情報を取り扱うものが多い．

現代では，税務事務，国民年金事務，住民記録

事務，各種検診事務のほか，選挙人名簿作成等

の選挙管理委員会事務，学齢簿作成等の教育委

員会事務等が，市町村ではコンピュータ処理さ

れているが，これらのうち住民記録ファイルは，

税務ファイル，国民健康保険ファイル，国民年

金ファイル等との結合により住民情報システム

と呼ばれ，特定項目の該当者に関するデータを

検索し，統計表，一覧表の作成，通知書，催促

書の送付等を行うことに，利用されている．

2.地方公共団体が保有する個人情報とその収集方

　　法

　以上のような多様な地方公共団体の情報シス

テムに共通するのは，保有するデータが住民や

地域にとっての基本となるもの，プライバシー

に係わるもの，企業秘密に類するもの等，社会

的に極めて重要なデータを多く保有しているこ

とである．これら地方公共団体が保有する個人

情報を細かく分類してみると，①身分に関する

情報，②所得に関する情報, ③市民生活に関す

る情報，④保健に関する情報，⑤文教に関する

情報, ⑥政治，思想に関する情報，⑦統計に関

する情報などがある．しかし，すべての情報が

法令などの規定に基づいて，収集されているわ

けではない．もちろん，法令などの規定により

集められる情報も多いが，法令の規定によらな

いものでも，法令に付随して集められる情報も

ある．例をあげると，検察庁からの通知により

集積される住民の犯罪歴情報などがそれに当た

る．住民の犯罪歴を収集する事務には法的根拠

はなく，公職選挙法第11条3項にある「選挙

権及び被選挙権を有しなくなるべき事由が生じ

たこと又はその事由がなくなったことを知った

豺

ときは，遅滞なくその旨を当該地の市町村の選

挙管理委員会に通知しなければならない」とい

う規定に基づき，検察庁からの通知を受け，公

民権に関する事務から収集しているのである．

また，法令に基づかないけれども公益上の要請

から収集される情報があるが，これには，浸水，

崖崩れ，火山の噴火などの箇所の調査などによ

り得た防災に関する情報などかおる．その他，

市民アンケート調査による地方公共団体が任意

に一定の目的をもって収集する情報や，市民対

象に作った各種の健康診断の診断結果票のよう

な，地方公共団体が事務，事業を行ったことに

より付随的に集められた情報などもある．

　次に，これらの情報の収集方法であるが，一

般的にこの方法は, ①本人・家族の申請, ②住

民票からの転記, ③課税台帳からの転記，④住

民票・課税台帳以外の名簿等からの転記，⑤

国・都道府県等からの報告, ⑥団体等への名簿

等の提出依頼，⑦第三者からの人手⑧その他に

分けることができる．⑧のその他には，固定資

産税業務における土地・家屋の実態調査に使わ

れる航空写真や，公立図書館における個人情報

（本の貸出から読み取れる個人の読書傾向や思想傾

向）などが入ることになる．

第2節　個人情報保護条例の制定

1.我が国初の個人情報保護条例一一国立市一一-一一

　昭和50年代に入った頃，地方公共団体の個

人情報保護対策に，画期的なことが起こった．

昭和50年3月，東京都国立市で，我が国初の

個人情報保護条例が制定されたのである．

　国立市は昭和42年10月にコンピュータによ

る業務処理方式を導入したが，昭和46年，コ

ンピュータシステムのレベルアップを行い，固

定資産税，市民税など10業種以上の業務を記

録した．これと同時に当時活発化していたプラ

イバシー論議を受けて，プライバシーの保護を

どのように行うか庁内で検討を進めていたが，

昭和49年3月，市議会において議員から，「コ

ンピュータ導入が野放しに進むと国の計画して

いる国民総背番号制と結びついたり，データが
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漏れてプライバシーが侵される恐れがあるので，

条例を制定して歯止めを設けるべきである.」

という発言がなされたため，さらに市では検討

を行い，昭和50年3月に「国立市電子計算組

織の運営に関する条例」が市議会に提出された．

その時市長は，「市民福祉の向上のため，プラ

イバシー保護をはかりつつ，行政事務を効率的

に進めようとするものである.」と説明した．

市議会で成立した条例は，同年3月26日に公

布，施行され全国的関心を集めた．

　この条例はわずか5条からなる簡単なもので

あったが，第3条には，「電子計算組織の利用

にあたっては，市民の基本的人権を尊重し市民

の個人的秘密の保持をはがらねばならない」と

いう注目すべき規定がある．ここで用いられた

「個人的秘密」という言葉はプライバシーを意

味しているといえるので，その意味においてこ

の条例は，プライバシー保護条例ないし個人情

報保護条例と言うことができるであろう．しか

し，そのプライバシー権の内容は，なお「宴の

あと」事件以来の伝統的なプライバシー権の内

容であった．

　またこの条例においては，具体的にデータ保

護に関する規定を同施行規則において定めてい

た．その内容はデータファイルの内容を具体的

に列挙すること（規則第4条）,市民の思想・信

条，宗教および健康状態に関するものの記録や，

市民の権利を侵す恐れのある業務処理を禁止す

ること（規則第5条）,不要となったデータは焼

却処分を行うこと（規則第6条）など，コン

ピュータの運営について細かく規制したもので

あった.I

　しかし，この条例は宣言規定的なものであり，

スウェーデンのデータ法や1974年のアメリカ

のプライバシー法のような個人情報保護の休系

性は備えていなかった．その後，この条例は昭

和53年6月に大幅に改正され，また昭和62年

1月1日には，情報公開制度と一体化した「国

立市情報公開及び個人情報保護に関する条例」

が施行され，体系的なものとなったのであった．

No. 1

2.中央会議の条例モデル要綱

　さて，その後の条例制定に大きな影響を与え

たのは，昭和51年9月の「中央会議」によっ

て発表された「個人情報保護条例モデル要綱」

である．これは28か条からなっていたのであ

るが，これまでの個人情報保護条例の枠を超え

て，広く個人情報の保護を目指すものであった．

このモデル要綱の理論的根拠にあるのは，「知

る権利の保障」と「自己情報コントロール権」

である．具体的方策としては①個人情報保護の

ための民主的な委員会の設置②個人情報のコ

ンピュータへの人力ならびに貯蔵の規制, ③個

人隋報の収集のおり方. ④自己情報の開示, ⑤

目的外使用の禁止, ⑥共同利用の禁止，⑦貯蔵

期限の制定，⑧コンピュータシステムの結合の

禁止, ⑨ファイルの取り扱いの規制, ⑩保安の

義務づけなどを提起し，さらに統一コード制の

採用の禁止やオンラインの禁止，外部委託の禁

止なども規定している．特に，システムの結合

については，国民総背番号制につながるものと

して，反対の立場を明確にした．また，　コン

ピュータによる処理に対象を限定せず，手作業

処理をも含んだ総合的な個人情報保護を目指し

たものになっている．しかし，あらゆる面を禁

止することは，逆により良い情報化社会への進

展を妨げることになるということに注意しなけ

ればならない．

3.総合的な個人情報保護条例

　　　一呑口市,川崎市－‥

　昭和58年3月，福岡県春日市において「春

日市個人情報保護条例制定審議会条例」が制定

され，個人情報保護制度について調査研究を具

体化し，翌昭和59年3月，市議会に条例案が

提出された．そして同年6月の市議会で一部修

正のうえ可決し，我が国で最初の総合的個人情

報保護条例が成立するに至った．

　この条例は6章22条からなり，第1条で，

「この条例は個人情報を保護することについて

必要な事項を定め，市の機関その他による個人

情報の収集，保管及び利用等の適正化を図るこ
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とによって基本的人権を擁護することを目的と

する」と目的を規定している。さらに第2条で

は，「個人情報」とは「個人に関する情報で

あって，個人を識別できるものであり，文書，

図画，写真，フィルム，磁気テープその他これ

に類するもの及び電子時報処理システムの人力

物に記録されるもの若しくはされたものをい

う」と定義しており，コンピュータによる処理

はもちろんのこと，手作業処理の個入情報をも

対象にした総合的な個人回報保護条例となって

いる。

　さらに，昭和60年3月には大阪府島本町で

も条例が制定され，また同年6月には川崎市で

nil崎市個人情報保護条例」が成立したが，こ

の㈲崎市の条例が関心を集めたのは，民同規制

の問題にも踏み込んだ内容（第28条）が規定さ

れていたからである。川崎市においても春日市

同様，総合的な個人情報保護条例として高い評

価を受けたのであった。

4.個人情報保護条例の内容の移りかわり

　各地方公共団体における個人情報保護のため

の条例の制定状況の移り変わりみてみると初期

の条例においては，従来の電子計算機管理規則

を発展させた安全確保措置c(:i心のものが多かっ

た．しかし，その後コンピュータ処理における

プライバシー保護議論が高まるにつれて，条例

の内容も個人の人格的利益の保護に亘点が置か

れるようになり，個人の権利を認める制度が盛

り込まれるようになった．

　最近の条例においては，行政機関の取り扱う

コンピュータ処理に係わる個A隋報だけでなく，

民間部門に係わる個人情報や手作業処理に係わ

る個人時報をも，保護の対象とする条例が現れ

てきている．

第3節　個人情報保護条例の内容

1.条例の規制対象領域

　我が国の個人時報保護の法律化は，地方公共

団体が国に対して先行する形になったわけであ

るが，現在においては世界の動きや国の取り組

87 －

みの影響を受けて，その条例の内容はたいへん

充実したものになっている．その内容は各地方

公共団体によって多少の相違はあるが，だいた

いは共通性のあるものである．ここからは，現

在の我が国の地方公共団体の条例の内容につい

て，考えていきたいと思う．

　まず，条例の規定する規制対象領域であるが，

これは世界各国の個人隋報保護法の制定状況を

みた時と同じように, 3つの角度から次のよう

に考えることができる.

　①　対象部門一個人情報は，国及び地方公

　　　共団体の公的部門だけでなく，企業等の

　　　民阻部門においても扱われるのであるか

　　　ら公的部門だけでなく民間部門をも規制

　　　の対象としようとする条例がいくつかあ

　　　る．しかし，大部分の条例は当該地方公

　　　剣回］体の公的部門だけを対象にしている.

　②　対象データの処理形態一地方公共団体

　　　においても，コンピュータによる自動処

　　　理だけでなく，手作業処理（マニュアル

　　　処理）ももちろん行われている．条例の

　　　大部分は，電子計算機に係わる個人回報

　　　のみを対象としているが，手作業処理も

　　　対象に含めている条例もいくつかある.

　③　対象データの種類一地方公共団体の保

　　　有する情報の中で，法人に関する情報に

　　　ついては，保護の対象に含めるかどうか

　　　が問題となる．それぞれの条例をみてみ

　　　ると，自然人である個人に関する情報の

　　　みを対象とする条例が全体の約7割ほど

　　　あり，法人等の情報も対象に含める条例

　　　は残り3割ほどになっている．

　ここで出てくる疑問は，なぜ民間部門も規制

の対象にしないのか，なぜ手作業処理も対象に

含めないのか，なぜ法人等の情報をも対象とす

る団体が少ないのかというようなことである．

この疑問については，次の章の国の個人回報保

護法のところでも，同じように規制対象領域に

ついて述べるので，そこで考えてみることにす

る．
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2．条例の基本的内容

　さて，今度は条例の基本的な項目について，

その規制状況を考えていく.

　①　システムの設置一個人隋報の取り扱い

　　　の公正さ，適正さを確保するために，個

　　　人情報システムやその記録項目の範囲等

　　　を設定，変更する場合に何らかの手続き

　　　を定めている条例が全体の約3割ほどあ

　　　る．その手続きの内容としては次の3種

　　　類かおる.

　　　・個人情報システムの設置，変更に当

　　　　たっては，あらかじめ審議会等の附属

　　　　機関の意見を聴くか，あるいはその附

　　　　属機関でこれらのことを審議する.

　　　・個人情報を取り扱う業務を新たに開始

　　　　したり，変更したりする場合には当該

　　　　団体の首長に届け出る.

　　　・届出事項等を一般に公表する.

　②　収集規制一個人情報の収集を行う段階

　　　から，何らかの規制を設けている条例は

　　　全体の約3割ほどある．その規定内容の

　　　種類は，次のようなものである.

　　　・収集目的の観点から規制するもの……

　　　　例えば「法令の定めるところにより」，

　　　　［所掌事務に必要な範囲内で］等の制

　　　　限

　　　・収集方法，手段に何らかの規制を定め

　　　　るもの……伊1]えは',本人からの直接収

　　　　集とか，適法，公正な手段による収集

　　　　など

　　　・センシティブ情報について何らかの規

　　　　制を定めるもの………思想・信条，宗教，

　　　　犯歴，病歴など，個人の人格的利益に

　　　　関わる恐れの大きい情報の収集を禁止，

　　　　または制限する等

　③　記録規制一大部分の条例では，個人情

　　　報の電子計算機システムへの記録に関し

　　　て，何らかの規制を設けている．その規

　　　制内容は収集規制と同じように，収集目

　　　的からの規制，収集方法，手段の規制，

　　　センシティブ情報の規制などが考えられ

No. !

　　　る.

　④　利用，提供規制一個人情報の内部利用

　　　及び外部提供が不適正に行われると，プ

　　　ライバシーの侵害が生じる危険性がある．

　　　ほとんどの条例では，収集目的等の観点

　　　から利用又は提供を制限するなどして，

　　　利用，提供規制を置いている.

　　　〈オンラインの禁止〉

　　　　当該団体の電子計算機システムを外部

　　　　と通信回線等により結合することを禁

　　　　止する規制が置かれている団体は全体

　　　　の約8割近くにものぼる．これは，

　　　　誤った情報の流通の影響が広がるのを

　　　　防ぐことや，通信回線を利用した情報

　　　　の不当な利用や改ざんが行われるのを

　　　　防ぐことなどの理由による．条例の中

　　　　にはオンラインを全面的，一律に禁止

　　　　しているものもあるが，これは行政の

　　　　効率的な運営を図ることの妨げになる

　　　　ことに，注意しなければならない．

　⑤　維持管理に関する規制-ほとんどの条

　　　例には個人防報の維持管理について，何

　　　らかの規定が置かれている．その内容は

　　　改ざん，滅失，き損，漏えい等を防止す

　　　るよう規制するものと，情報の正確性，

　　　最新性を確保するよう規制するものがは

　　　とんどで，その他には，不要になった情

　　　報の廃棄措置を規定するものが，全体の

　　　約4割ほどある.

　⑥　処理状況等の公表一個人情報システム

　　　の処理状況や記録項目についての公表を

　　　義務づけるものは，全体の約7割近くに

　　　のぼる．これは，住民に個人情報の所在

　　　や内容等を明らかにすることによって，

　　　住民の信頼を確保しようとするものであ

　　　る．またこれは，自己情報の開示，訂正

　　　等の手続きの前提ともなる．

　以上が基本的な原則に関する内容であるが，

次は，個人の有する具体的な権利についてみて

いきたいと思う．
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3.開示・訂正請求権

　個人情報保護制度を創設するうえで，その基

本理念とされているのは，「自己情報コント

ロール権」である．このような基本理念を個人

情報の保護を図るための前提条件とした場合，

その自己情報コントロール権を，個人が実効的

に行使することを可能とする具体的手段が保障

されていなければならない．つまり，地方公共

団体が保有する個人隋報の存在の公開と，これ

に対する個人のアクセス権の保障が必要なので

ある．これが自己情報開示請求権と言われるも

のであり，自己に関する情報について，開示の

請求ができる権利である．この請求権を認める

規定，または開示の申出等に対して原則として

応じなければならないとする規定を，ほとんど

の条例は設けている．しかし，本人に対して開

示することは適当でないと考えられる情報もあ

るはずである．このような情報は，本人に知ら

せないことが正当であると考えられる非開示情

報として条文に定められている．例えば，記録

作成者による当該個人に関する価値判断（個人

評価情報）が記録されているようなものでは，

本人に開示されると客観的にみて本人の利益に

ならないこともあり，また，本来の行政目的の

達成を著しく困難にする場合もあるので，この

ような情報は非開示とされる．その他隋報提供

者個人の意見を主とする評価記録にあっては，

情報提供者個人の意見が相手方としてのその個

人に知らされることになり，提供者のプライバ

シーが損なわれる恐れがあるので，これも非開

示とされるのである．また，そのような非開示

と思われる情報でも，請求された情報の一部だ

けが，開示しない情報にあたり，他の部分を分

離することができる場合には，その部分を分離

して開示することや，一定期を経て開示しない

理由がなくなった時には開示することなどの配

慮はなされなければならない．

　このような自己情報開示請求権を前提にして，

自己の情報について，誤り等を発見した場合に

は，訂正，削除の請求または中出ができる規定

を，ほとんどの地方公共団体はその条例にもっ

－ぶター

ている．この自己情報訂正・削除請求権にいう

削除請求権とは，あくまで誤った記録の訂正の

一形態として，記録の一部ないし当該項目不該

当による削除であることは覚えておかなければ

ならないことである．しかし，ここで考えなけ

ればならないことは，事実記録に対する訂正，

削除の請求は認められるが，不当な評価記録に

ついての訂正，削除の請求権は認められるかど

うかということである．確かに条例を見た限り

では，不当な評価記録については，評価記録自

体開示を認められていない場合が多いのだから，

訂lF.・削除請求権が認められるとは言いがたい．

しかし，不当な評価記録による人権侵害は確か

にあるのだし，無視できない問題であるから，

これには，苦情処理などに応じる関係機関が相

談にのるなどして，対策が講じられなければな

らない．

　次に，先に述べた自己情報削除請求権とは

違った意味の削除請求権かおる．これは，収集

制限に違反して集められた個人↑青報や，目的を

超えて保有されている個人隋報については，そ

の削除を請求することができるというものであ

るが，これは削除というより消却といった方が

よいのかもしれない．

　さらに，収集目的以外に当該個人情報が利用

されている際や，外部提供の制限違反利用がさ

れている際には，その利用等の中止の請求また

は中出ができなければならない．この自己情報

利用中止請求権をもつ条例はまだ少ししがない

が，だからといって無視してよい問題ではない

と言える．

　各地方公帽洲本は，以上のような請求が出さ

れた時は，条例に定められた期間か，相当な期

間内に，それについて調査，審議し，請求に対

する諾否の決定をしなければならないというこ

とになる．

4。救済措置

　個人の自己情報コントロール権として既に述

べられた自己情報の開示，証正，削除，利用中

止の請求が出された場合，当該機関としてはそ
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の請求に対して正式な諾否決定を行うわけであ

るが，この決定に請求者が不満を感じた場合に

は，不服申立てができるようになっている．こ

の不服申立ての手続き等に関する規定をもつ条

例は少ないが，行政不服審査法に基づき，請求

に対する拒否決定を不利益行政処分としてその

取消を求めることができるので，問題はない．

また，その行政決定は「行政処分」であるから，

取消訴訟として訴訟の対象にもすることができ

る．

　しかし，たとえ不服申立てや取消訴訟の救済

措置が整備されていたとしても，不服申立てま

でいかないような小さな不服や苦情は多く存在

するし，また取消訴訟を起こしたくとも費用の

関係から起こせない場合もある．そのような場

合，できうる限り住民の意向を理解し，適切な

苦情処理を行おうとする苦情処理制度が力を発

揮する．個人時報保護対策に係わる古時処理に

関する規定をもつ条例はまだ少ないが，不服申

立てや取消訴訟といった救済制度を拡充するた

めに，第三者的な苦情処理機関が望まれる．個

人情報の収集から利用，提供，消去にいたる過

程で個々に生じる具体的な苦情に簡易迅速

に対応する苦情処理順門委員を設置するべきで

あるといえる．

5.民間委託

　コンピュータシステムを自己導入し，すべて

の事務を内部で処理する地方公共団体なら問題

は起こらないが，地方公用B]体の中にはその業

務を外部の民間会社等に委託するところがたく

さんある．このような民回委託の場合，最も問

題なのは，いかにして個A旨報の漏えいによる

プライバシー侵害を防止する方策を講じるかと

いうことである．その方策としては，主に委託

契約による規制や，直接条例上に義務を課すも

のや，罰則による規制等いろいろ考えられる．

　地方公共団体が外部の民間会社にその事務の

コンピュータ処理を委託する場合，受託者に対

して個人情報の保護に関する義務や規制を課す

直接的な方法としては，まず委託契約を活用す

N0．1

ることである．つまり，相互に締結する委託契

約の中で，個人情報の守秘義務や委託事務の処

理方法などに関する具体的な事項を，明確に規

定するのである．これは，相互の信頼関係を基

礎とする契約によって，個人惰報の保護に必要

な規制の実を上げようとするものであり，厳密

な意味では制度的な規制とは言いがたいが，外

部に委託する場合は契約等により委託先に個人

情報保護等の責務を課すよう，当該団体に義務

付けている条例は全体の約8割にものぼるので

ある．

　また，委託先または委託先の職員に対し，条

例上直接当該団体または当該団体の職員と同様

の個人情報保護等の責務を課す条例も全体の約

2割ほどある．つまり，個人隋報の処理を受託

したものは，個A隋報の処理に従事している自

治体職員と同じ程度の義務に服すべきであると

いう考え方を取り入れたのである．

　これらの実効性を保つため，規定に違反した

ものには，罰則を適用するような規定もある．

地方自治体が，条例によって罰則を設けること

は，法律上，特に問題はないが，その設定には

慎重な配慮が必要である．

6.その他の内容

　その他の地方公共団体における個人情報保護

条例の内容としては，個人時報の処理に従事す

る職員等に対し，個人情報保護のための個人情

報の漏えい禁止など何らかの義務を課す条例を

もつ団体が，全体の約8割ほどある．

　また，罰則規定においては，先に述べた受託

者に対する罰則規定をもつ条例が少しあるほか，

当該地方公共団体の職員が秘密の保持等の責務

規定に違反した場合に，当該職員を処罰する規

定をもつ条例も少しある．その内容としては，

1年以下の懲役または3万円以下の罰金という，

地方公務員法の守秘義務違反に関する罰則規定

（同法第60条）と同様のものが大部分である．

　最後に附属機関の設置についてであるが，個

人情報保護に関して何らかの附属機関を条例で

設置している団体は，全体の約半数である．そ
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れは，不服申立ての審査などを行う第三者的な

審査会であったり，新しいシステムや記録項目

について審議を行う審議会であったりする．

第4節　個別法等

1.住民基本台帳法の改正

　地方公共団体における個人情報保護は，何も

条例だけで規定されているわけではない．地方

公共団体の事務に深く係わってくる個別法やそ

の他の条例によっても，これらの規制は，なさ

れているのである．

　まず，地方公共団体の保有する住民記録関係

の法として重要な意味をもっているのは，住民

基本合帳法である．この法律は昭和60年に大

幅な改正.が行われ，翌昭和61年に施行される

ことになったのだが，この住民基本台帳法が改

正されるに至ったのは，プライバシー侵害の問

題が絡んでいたからである．その背景となった

のは次のようなことである．住民基本台帳法は，

それまで，何人に対しても住民基本台帳の閲覧

を認めていた法律だった．そのため，ダイレク

トメール用にこの台帳を閲覧し，個人の氏名，

生年月日，性別，住所等を収集する件数が増加

する傾向にあった．これに対して，個人隋報を

このような形で公開することは，プライバシー

の侵害になるのではないかという声があがり，

自治省がこの問題にのり出したのである．

　この住民基本合帳法の改正は，倶人情報の1

つの収集源となる住民基本台帳の閲覧等に係わ

るものであるため，各方面から注日された．そ

の内容は，住民基本台帳制度におげる住民の記

録の適正な管理に関する市町村長の責務を明確

にするとともに，住民基本台帳の閲覧および住

民票の写しの交付の制度を整備するなど，住民

記録のより一層の適正な管理を図ることを目指

したものだった．その主な具体策としての規定

は，個人情報の情報源として住民基本台帳を閲

覧する際には，その理由を明らかにしなければ

ならないというものである．さらに，この閲覧

請求について，市町村長は，請求が不当な目的

によることが明らかなときや，住民基本台帳の
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閲覧により知り得た事項を不当な目的に使用さ

れる恐れかおるとき，またその他当該請求を拒

むに足る相当な理由かおるときは，当該請求を

拒むことができることになっている．

2.情報公開条例

　改正された住民基本台帳法は，個人尉報公開

法と個人情報保護法という二重の性格を持って

いるが，情報公開条例も個人情報についていえ

ば，個人情報公開条例と個人情報保護条例とい

う2つの面を持っている．

　たいていの情報公開条例では，住民から公開

の請求があると，適用除外事項のいずれかに該

当しない限り，公文書は公開しなければならな

いことになっている．つまり，原則公開である

が，一定の適用除外事項も定められているので

ある．この適用除外事項の1つに個A隋報かお

り，個人隋報に関しては，①法令で閲覧が認め

られている情報, ②公表するために集められた

情報，③公開することが公益上必要と認められ

る情報等以外は，非公開になっているのである．

情報公開制度の導入は，どのような情報が自治

体で管理されているのかを知るうえで大きな意

義かおるが，個A隋報に関しては，前述のよう

に原則的には非公開であり，自己情報の開示等

に関しては公開できることになっている．ここ

に，個人回報保護と自治体の情報管理の監視の

ための情報公開の調和がみられるのである．

第四章　国の個人情報保護対策

第1節　国の行政機関における情報化

1.国の行政機関の情報システム

　国の行政機関における電子計算機の利用は昭

和34年から開始され，その後，行政事務処理

の効率化や行政サービスの向上を図る観点から，

年々増加している．

　そのコンピュータ導人の移り変わりをみてみ

ると，従来は定型的で反復的に繰り返される大

量作業の事務処理に，大型のコンピュータが使

われていたのだが，その後は情報化の進展に伴
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い，小型のコンピュータが，基本的な一連の業

務を統合的に処理するシステムに使われるよう

になってきた．現在ではさらに，オンラインシ

ステムやデータベースシステムにコンピュータ

の高度利用がされており，行政事務の効率化，

合理化が図られている．ただし，オンライン化

か行われているのは同一省庁内においてだけで

あり，省庁間でのオンライン化は行われていな

い．また，パソコンやワープロ等のOA機器

も積極的に導入され，幅広く利用されるに至っ

ている．

　コンピュータの適用業務については，従来で

は統計作成や失業保険，労災保険，社会保険，

税務計算等計算中心のものであったが，最近で

は厚生年金や国民年金ばかりでなく，警察庁の

運転者管理や運輸省の車検登録等にも適用され

ている．それに加えて，各種の試験，研究や行

政施策の企肌立案，決定の支援等の分野にも，

コンピュータが利用されることが多くなってき

ているのは注目すべきことである．

2.特殊法人の情報システム

　国の行政機関に関連して特殊法人というもの

かおるが，これは一定の政策目的を実現するた

めに，国により設立された法人であり，行政事

務を代行しているものである．具体的には，

NHKやNTTのように，放送を目的とするも

のや，民間企業と競争関係にあるもの等さまざ

まなものかおる．

　特殊法人におけるコンピュータ利用は，昭和

32年から開始され，以後年々増加してきてお

り，現在では特殊法人のほとんどがコンピュー

タを利用している．また，オンライン化も進ん

でおり，9割近くの特殊法人がオンライン方式

を導入している．

　その適用業務は，給与計算，会計処理，統計

等，従来からの定型的大量データの計算を中心

とするものから，交通管制，金融，料金計算，

放送番組の制作等，各法人の囚有の業務まで，

広範多岐にわたっている．
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第2節　個人情報保護法制定までの経過

1.個人情報保護法制定の背景

　「行政機関の保有する電子計算機処理に係る

個人情報の保護に関する法律」（以下「個人情報

保護法」という）は，我が国における初めての

個人情報の保護に関する一般的法律である．こ

の法律が成立したのは，ごく最近のことであり，

それまでは各地方公共団体の個人情報保護条例

が個A'尉報の保護に大きな力をもっていたので

あるが，昭和63年，欧米諸国や地方公共団体

に遅れをとりながらも，やっと国は法律制定に

こぎつけたのであった．

　ここでは，その個人隋報保護法制定までの背

景にあったものについて，考えてみたいと思う．

まず，その背景に情報化の進展があったことは，

これまで何度も述べてきたことであるから，言

うまでもないであろう．国の行政機関において

も，行政サービスの向上や行政運営の効率化を

図るため，コンピュータの利用が進み，電子計

算機による個人情報の処理が増えてきている．

そうなると，個人時報の取り扱いに関して，国

民は不安をもつようになり，個人の権利利益を

守るために，それを保護する対策や法律を求め

るようになるのである．これまでは条例や各個

別法により，これらの保護がなされていた．も

ちろん，現在でもそれらは有効に機能している

が，個人情報保護法の制定により，これまでば

らつきがあった個人隋報保護対策に，体系的，

総合的な整備が加えられたのであった．

　我が国の個人情報保護法は，地方公共団体ば

かりでなく，欧米の主要国にもはるかに遅れて

制定されている．もちろん，↑tl-界の国々は環境，

国民性，歴史等によってそれぞれ事情が違うの

だから，法律の制定にしても早がったり遅がっ

たりするのは仕方がないかもしれない．しかし，

個人情報保護に関して言えば，個人回報の自由

な国際的流通という問題があるので，まだ国民

の個人情報保護の意識が薄いからといって，何

もしないでいてよいわけがない．現実に，ヨー

ロッパ諸国においては，保護法が制定されてい

なかったころの我が国に個人情報を移転するこ
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とは，保護が受けられないわけだから，移すこ

とはできないと考えていたであろう．そのよう

な懸念が個人晴報の国外処理の制限へとつなが

り，ヨーロッパ諸国とアメリカの利害対立を生

む結果になったわけである．その調整のために

出されたのが，0ECDの理事会勧告であった．

この勧告には法的な拘束力はないものの，影響

力は大きく，日本も国内法の整備に努力しなけ

ればならなくなったのである．

　また，個人回報保護法制定には，国際的な情

勢の変化だけでなく，国内的な情勢の変化も係

わっていたのであった．昭和40年代末期にな

ると，経済の構造的変化に伴い，国，地方を通

じて深刻な財政難に陥った．そのため，国にお

いては昭和56年3月「増税なき財政再建」を

推進することを基本方針として，臨時行政調査

会が設置され, 2年間にわたって行政の各分野

における改革の具体的方策について調査が行わ

れ，5次に及ぶ答申が行われた．この最終答申

において，個A'ff報の保護対策の問題について

は，行政に対する国民の信頼を確保するための

方策の一環として，検討課題とすることになっ

たのである．この臨時行政調査会の最終答申に

ついては，後に説明する．

2。プライバシー保護研究会報告の基本原則

　さて，個人隋報保護法制定の背景にあったも

のについては以上であり，これから個人情報保

護法制定への実際の動きについてみていくわけ

だが，その前に我が国において，個人回報保護

の原則を明確に表現したために，注目されたプ

ライバシー保護研究会報告の5原則について考

えてみたいと思う。

　昭和56年1月から昭和57年7月まで，行政

管理庁でプライバシー保護研究会が開かれ，そ

こで新たな法律の制定の必要性を明らかにした

報告がまとめられたことは，前に述べた通りで

ある。その昭和57年7月に公表された報告の

中では，我が国の個人情報保護対策の現状と問

題や，諸外国の個人敗報保護法の内容を分析し

て整理された，我が国におけるプライバシー保

-
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護の5つの基本原則が明らかにされている．そ

のプライバシー保護研究会報告の5原則とは次

のようなものである．なお，その5原則は

OECD理事会勧告のガイドラインの8原則と

対応しているので，そのことについても（　）

内に書き加えておく.

　①　収集制限の原則一個人データの収集に

　　　際しては，収集目的を明確にするととも

　　　に，収集するデータの内容払収集目的

　　　の達成に必要な範囲内に限定すべきであ

　　　る．また，データの収集は適法かつ公正

　　　な手段によらなければならない. （収集

　　　制限の原則，目的明確化の原則）

　②　和丿用制限の原則一個人データの利用は，

　　　原則として，収集目的の範囲内に限定す

　　　べきである. （利用制限の原則）

　③　個人参加の原則一個人が自己に関する

　　　データの存在及び内容を知ることができ，

　　　かつ，必要な場合には，そのデータを訂

　　　正させることができるなどの手段を，保

　　　障すべきである. （個人参加の原則，公開

　　　の原則）

　④　適正管理の原則一収集・蓄積した個人

　　　データは，正確かつ最新なものとして管

　　　理するとともに，その紛失，破壊，改ざ

　　　ん，不当な流通等の危険に対して，合理

　　　的な安全保護措置を講じるべきである.

　　　（データ内容の原則，安全保護の原則）

　⑤　責任明確化の原則－プライバシー保護

　　　に関してデータ管理者等が負わなければ

　　　ならない責任の内容を明確にする必要が

　　　ある. （責任の原則）

　これらはあくまでもミニマム・スタンダード

（最小限の基準）であって，研究会ではこれを基

準とし，また諸外国の立法例を丹念に分析し，

10項目の具体的方策を提示した．それらの項

目は，次のようなものである.

　　①　個人データシステムの設置に関する規

　　　　制

　　②　個人データシステムの公示

　　③　個人データの収集に関する規制
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　　④　個人データの利用・提供に関する規制

　　⑤　個人データの維持管理に関する規制

　　⑥　個人の権利の設定

　　⑦　受託に関する規制

　　⑧　所管庁

　　⑨　個人データの国際流通に関する規制

　　⑩　罰則と損害賠償

　また，研究会では規制の方法等に差異かおる

ことを認めつつも，①コンピュータ処理とマ

ニュアル処理の双方, ②公的部門と民間部門の

両者, ③自然人についての個人データを規制の

対象とすべきであるとしている．

3.立法化までの動き

　このプライバシー保護研究会が開かれるよう

になった昭和56年1月には，臨時行政調査会

が間もなく設置されようとしていた．そして，

この調査会は，社会，経済情勢の変化に対応し

た適正かつ合理的な行政を実現することを目的

として，行政の実態に全般的な検討を加え，行

政制度及び行政運営の改善に関する基本的事項

を調査審議するために，同年3月に発足した．

この臨時行政調査会では，行政改革を進める4

つの観点の1つとして，「変化への対応」，「総

合性の確保」，「簡素化，効率化」とあわせて

「信頼性の確保」を挙げている．先に述べたよ

うに，個人情報の保護対策の問題については，

国民の信鮒ﾄ生確保のための方策の一環として挙

げられたものである．臨時行政調査会は，昭和

57年に出されたプライバシー保護研究会報告

をも聴取して検討を重ね，昭和58年3月の最

終答申で，行政における情報の保護について提

言を行った．

　この最終答申では，行政機関の保有する電子

計算機処理に係わる個人情報の保護対策が重要

であるとの観点から，「行政情報システムの進

展，国民意識の動向を踏まえっつ，諸外国の実

態等を十分把握の上，法的措置を含め個人デー

タ保護に係わる制度的方策についても積極的に

対応する．保護対策の推進に当たっては，関係

省庁において緊密に調整協議を行う.」と個人
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情報保護対策を推進すべきことを提言している．

　政府においてはこの臨時行政調査会答申を最

大限尊重するとの基本方針の下に，最終答申の

出された昭和58年5月に，「行政機関の保有す

る個人データの保護については，法的措置を含

め制度的方策の具体的検討を行うものとす

ることの閣議決定（新行革大綱）を行い，答申

に沿って個人情報保護についての具体的な対策

の検討を行うことになった．そして，これを受

けて昭和58年6月に，「行政情報システム各省

庁連絡会議」が発足した．これは，行政情報シ

ステムに関する各省庁共通の基本的事項の検討

を行うために，各省庁の官房長等から成る会議

として構成されたものであり，この会議におい

ては個人情報保護対策について，昭和59年4

月に幹事会（課長クラスで構成）の下に，関係省

庁の職員で構成する「データ・プライバシー保

護専門部会」が設けられた．ここでは，個人情

報保護対策の制度化に当たって対象とすべき範

囲や具体的事項等について，昭和62年11月ま

での開に36回にわたって検討が行われ，この

検討結果は個人情報保護の立法化に際して参考

にされた．

　一方，昭和59年12月の閣議決定（60 行革大

綱）で「行政機関の保有する個人データの保護

については政府としての方針を取りまとめるよ

う努めるものとする.」とされたことに伴い，

行政機関保有の個人情報の保護問題を所管して

いる総務庁において，林修三元内閣法制局長官

を座長とする「行政樹周における個人時報の保

護に関する研究会」（林研究会）が開催されるよ

うになった．これは，行政樹斐|等における個人

情報の保護の在り方に関し，法的措置を含む制

度的方策を検討し，その成果を政府としての方

針を取りまとめる際の参考とするために開催さ

れたもので，大学教授や行政経験者等幅広い分

野の有識者をメンバーとしていた．この林研究

会では，電子計算機処理に係わる個Atf報一般

の保護対策が，我が国の現行法制度にはない新

たな制度であり，行政運営全般に影響するもの

であることから，検討に当たっては個人の権利
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利益の保護を図ることを主な目的とし，我が国

の行政運営の実態，保護措置の実効性，そして

今後の行政情報システムの発展形態なども考慮

された．そして，その意見は総務庁行政管理局

でまとめられ，昭和61年12月に，「行政機関

における個人情報の保護対策の在り方につい

て」として公表された．そこでは，国の行政機

関等における個人情報保護対策の制度化につい

て，「行政機関等における電子計算機処理に係

わる個人情報の保護対策の基本的事項を定めた

新規立法によることが適当である」として，具

体的な保護措置が挙げられている．

　これらの経緯を踏まえ，昭和61年12月，

「行政機関の保有する電子計算機処理に係わる

個人情報の保護の制度的方策については，法的

措置を講ずる方向で，そのための具体的検討を

行う.」ことが閣議決定（62行革大綱）された．

ようやく，政府における立法化の方針が決定し

たのである．

4.個人情報保護法の成立

　62行革人綱を受けて，総務庁では具体的な

法律案の立案作業に着手した．そして，各省庁

との調整に1年余りを要し，昭和63年4月28

日，政府内部の調整が整い，「行政機関の保有

する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関

する法律案」が閣議決定され，国会に提出され

た．

　この法律案は，昭和63年4月28日に第112

回通常国会に提出され，審議を経て，昭和63

年11月18日，法律案は衆議院を通過し，参議

院に送付された．そして，昭和63年12月9日

には参議院においても可決され，「行政機関の

保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護

に関する法律」（個人情報保護法）が成立した．

　この法律は，平成元年10月1日から行政機

関に対する個人情報の保護義務に関する規定が

施行されたのに続き，平成2年10月1日から

個人情報の本人の権利等に関する規定を加えて，

全面施行されたのであった．

舅

第3節　個人情報保護法の内容

1.個人情報保護法の目的および規制対象領域

　「行政機関の保有する電子計算機処理に係る

個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護

法）は全27条から成り，第1章「総則」が第

1条から第3条まで，第2章「個人情報の電子

計算機処理」が第4条から第12条まで，第3

章「処理情報の開示及び訂正等」が第13条か

ら第19条まで，第4章「雑則」が第20条から

第27条までという構成になっている．ここか

らは，個人情報保護法のそれらの内容について，

考えていく．

　まず，この法律の目的は第1条に掲げられて

いる．そこには，「この法律は，行政機関にお

ける個人情報の電子計算機による処理の進展に

かんがみ，行政機関の保有する電子計算機処理

に係る個人情報の取扱いに関する基本的事項を

定めることにより，行政の適正かつ円滑な運営

を図りつつ，個人の権利利益を保護することを

目的とする］と書かれている．ここでは，本

法が制定されるに至った背景や契機を簡潔に表

現するとともに，本法の目的を達成する手段を

規定することを明らかにし，「行政の適正かつ

円滑な運営を図りつつ,」第一の目的である

「個人の権利利益を保護すること」を目指すこ

とを示している．次に，この法律の規制対象領

域については，3つの観点からみていきたいと

思う．

　①　対象部門一第1条の目的で「行政機関

　　　の保有する電子計算機処理に係る個人情

　　　報」と規定し，行政機関の保有する個人

　　　情報のみを本法の対象とすることにして

　　　いる．公的部門のみを対象とし，民間部

　　　門を対象としなかったのは

　　　・臨時行政調査会最終答申では，行政に

　　　　対する国民の信頼を確保するための方

　　　　策の1つとして考えられていたこと

　　　　・行政機関においては，社会公共の利益

　　　　との調整が重要であるのに対し，民間

　　　　部門においては営業の自由との調整が

　　　　問題となるなど，取扱いを異にすべき
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　　　点が多いこと

　　などの理由による．つまり，政府におい

　　て法律制定へと動き出しだのは，行政改

　　革の面からであるし，また民間部門にお

　　いては規制の手段，内容が異なるからと

　　いうわけである．しかし，いくら異なる

　　面かおるにしても，民間部門にも相応の

　　措置が必要であることは政府も認めてお

　　り，閣議決定に基づき，経済企画庁，大

　　蔵省，通商産業省，郵政省などの関係省

　　庁においては検討が進められている.

②　対象データの処理形態一本法において

　　は，「電子計算機処理に係る個人情報」

　　（第1条）だけを対象とし，手作業処理に

　　係る個人情報は対象としていない．手作

　　業処理の個人情報も，その取扱いによっ

　　ては個人の権利利益の侵害が全くないと

　　は言いきれないが，電子計算機処理に比

　　べて，個人情報が大服に集中，結合され

　　たり，転々と流通する可能性が小さいた

　　め，新たに法律制度を設けて対応する必

　　要がないと考えられているのである.

③　対象データの種類-「生存する個人に

　　関する情報」（第2条）として自然人のみ

　　を対象とし，法人データについては対象

　　から外している，その理由は，情報化の

　　進展に伴って抱く国民の不安や権利利益

　　の侵害に対応して，この法律がつくられ

　　たからである．また，「生存する個人」

　　と規定されているが，本法は個人時報の

　　本人の権利利益を保護することを目的と

　　するものであり，死者に関する情報の保

　　護によって，遺族等第三者の権利利益を

　　保護することを目的とするものではない

　　から，生存する個人だけを対象としてい

　　るのである．

2.個人情報保護法の内容

　本法の規定する基本的事項は，我が国の法制

度，行政慣行等を考慮して，0ECD理事会勧

告の8原則を具体化したものである．よって，

No. 1

この法律の具体的内容を簡単に理解するには，

0ECD理事会勧告の8原則と本法の内容を対

応させてみていく方がわかりやすいので，

0ECD理事会勧告の8原則に対応するものを，

我が国の個人情報保護法の中から取り出してい

く方法で，考えていきたいと思う.

　①　収集制限の原則に対応するもの

　　　第4条の「個人情報ファイルの保有」に，

　　　その内容が示されている．その第1項で

　　　は，個人情報ファイルを保有する場合は，

　　　法律の定める所掌事務を遂行するために

　　　必要な場合に限り，かつできる限りその

　　　目的を特定しなければならないことを規

　　　定し，第2項では，ファイル記録項目及

　　　びファイル記録範囲は，ファイル保有目

　　　的を達成するために必要な限度を超えな

　　　いものでなければならないことを規定し

　　　ている．つまり1項では個人情報ファイ

　　　ルの保有制限を, 2項では個人情報の保

　　　有fliJI限を示しているのである．

　　　　なお本法で個人情報の内容による収集

　　　制限の原則を明確に規定しなかったのは，

　　　この第4条の規定によって新たに内容に

　　　よる規定を設けなくても，センシティブ

　　　情報を含めて個人情報の収集が制限され

　　　ることになると考えたからである．プラ

　　　イバシー保護研究会報告でも「プライバ

　　　シーの内容及び侵害の形態が必ずしも確

　　　定しておらず，またどのようなデータが

　　　センシティブであるかは，時代と場所又

　　　は個人によっても異なるなど，相対的か

　　　つ主観的なものと考えられ，法律でこれ

　　　を特定することは困難である.」と言っ

　　　ている．

　　　　また, OECD理事会勧告では，情報

　　　の収集手段による制限については，「適

　　　法かつ公正な手段による収集」を定めて

　　　いるが，これについては行政機関の場合

　　　は，「法律による行政の原理」から当然

　　　に適法かつ公正に行われるべきものであ

　　　るので，本法では特に改めて規定されな
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　　かった.

　　　「本人からの直接収集」や「本人の同

　　意」，あるいは「本人からの直接収集す

　　る場合の一定事項の通知」を収集の要件

　　とすることを規定しなかったのは，

　　・行政機関は，多くの場合本人の申告に

　　　より，または本人から直接収集してお

　　　り，当然本人は収集について承知して

　　　いること

　　・収集情報の中には，犯罪捜査等その業

　　　務の性格から，本人に知らせるべきで

　　　はないものかおること

　　・これらの収集要件の目的は，国民の不

　　　安感を除去し，個人の不測の不利益を

　　　防止することにあり，この目的を達す

　　　るには，ファイルの公示や処理情報の

　　　利用・提供制限，開示請求などの他の

　　　措置によっても対応が可能であること

　　などの理由による.

②　データ内容の原則に対応するもの

　　第5条「個人情報の安全確保等」の第2

　　項では，ファイル保有目的に必要な範囲

　　内で，個人情報が過去または現在の事実

　　と合致するよう努めなければならないと

　　して，個人情報の正確性の確保について

　　規定している．

　　　また，第4条「個人情報ファイルの保

　　有」の第2項には，ファイル記録項目お

　　よびファイル記録範囲は，ファイル保有

　　目的を達成するために必要な限度を超え

　　ないものでなければならないことが規定

　　されており，目的に沿った個人情報でな

　　ければならないことを示している.

③　目的明確化の原則に対応するもの

　　第6条「個人情報ファイルの保有等に関

　　する事前通知」には，行政機関が個人情

　　報を保有しようとするときは，ファイル

　　保有目的等をあらかじめ総務庁長官に通

　　知しなければならないということと，保

　　有目的等を変更した場合も同じように総

　　務庁長官に通知しなければならないとい

一ﾀクｰ

　　うことが，規定されている．つまり，そ

　　れらの事前通知によって法適合性を確保

　　しようとしたのである．これはすなわち，

　　目的を明確にさせるための手段である．

　　さらに，この規定においては，事前通知

　　を行った個人情報ファイルについて，そ

　　の保有をやめたときにも通知しなければ

　　ならないこととしている．しかし，この

　　規定には例外があって，国の安全等に係

　　わるもの等秘匿性が高いものや短期間に

　　消去される等，改めて通知し，公示する

　　必要性の乏しいものについては，事前通

　　知を要しないことになっているのである．

　　　そして，第4条「個人情報ファイルの

　　保有」の第1項では，「できる限りその

　　目的を特定しなければならない」と，個

　　人情報ファイルの保有目的を特定するよ

　　う規定している．これは，個人情報ファ

　　イルの保有目的を特定することによって，

　　不要な個人情報の保有や目的外の利用・

　　提供を制限しようとしたものである．

　　　また，第9条の「処理情報の利用及び

　　提供の制限」での保有目的以外の利用・

　　提供の原則禁止でも，目的明確化の原則

　　は生きているが，これについては，次の

　　利用制限の原則に関係するので，ここで

　　は説明しない．

④　利用制限の原則に対応するもの

　　第9条「処理情報の利用及び提供の制

　　限」では，個人情報は法律の規定により

　　利用または提供しなければならないとき

　　を除き，ファイル保有目的以外の目的の

　　ために利用し，または提供してはならな

　　いと規定している．ただし，これには例

　　外があって，本人の同意かおる場合等は

　　この限りではないとなっている．つまり，

　　ここでは個人晴報ファイルに記録されて

　　いる個人情報の利用，提供について，

　　ファイル保有目的以外の利用・提供を原

　　則として禁止し，本人の利益や社会公共

　　の利益になる場合など一定の場合にのみ，
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　　ファイルの保有目的以外に利用，提供で

　　きるとしたのである．

　　　これに関連して，オンライン等の結合

　　の禁止の問題かおるが，これを禁止する

　　ことは，行政サービスの向上等に大きく

　　貢献している電子計算機処理の特性その

　　ものを否定することになる．電子計算機

　　処理の特性を生かしつつ，個人情報の保

　　護を図るためには，結合の禁止という手

　　段によってではなく，ファイルの保有目

　　的に基づいてその利用，提供を制限する

　　手段による方が，適当であると考えられ

　　る．よって本法では，結合の禁止という

　　手段は，規定されていない.

⑤　安全保護の原則に対応するもの

　　第5条「個人情報の安全確保等」の第1

　　項において，個人情報の漏えい，滅失，

　　き損の防止その他の個人情報の適切な管

　　理のために，必要な措置を講ずるよう努

　　めなければならないと規定されている．

　　つまり，行政機関が個人情報の電子計算

　　機処理等を行うに当たっては，個人情報

　　の安全を確保する措置を講じなければな

　　らないことを示しているのである．その

　　個人情報の漏えい，滅失，き損の防止そ

　　の他の個人情報の適切な管理のための必

　　要な措置の具体的内容について，総務庁

　　は平成元年9月29日に「行政機関の保

　　有する電子計算機処理に係る個人情報の

　　安全，正確性確保の措置に関する指針」

　　を作成し，次の通り示している.

　　・保護管理者の設置安全確保等のため

　　　の委員会の開催，監査等の管理体制に

　　　関すること

　　・個人情報保護意識の向上，安全・正確

　　　性の確保措置の研修に関すること

　　・アクセス制限，データの暗号化，アク

　　　セス記録等の個人情報の管理に関する

　　　こと

　　・電子計算機，端末機等のオペレーショ

　　　ンの管理等に関すること

No. 1

⑥　公開の原則に対応するもの

　　第7条「個人情報ファイル簿の作成及び

　　閲覧」では，保有機関の長は個人情報

　　ファイルに関する帳簿を作成し，一般の

　　閲覧に供しなければならないと規定され

　　ている．本条は，行政機関が保有する個

　　人情報ファイルについて，その存在およ

　　び概要をできる限り国民に明らかにする

　　という観点から置かれた．

　　　さらに，第8条「個人情報ファイルの

　　公示」では，総務庁長官は，事前通知を

　　受けた個人情報ファイルについて，少な

　　くとも毎年1回，官報で公示することを

　　規定している．これも行政機関の保有す

　　る個人情報ファイルについて，その存在

　　や概要を一括して国民に明らかにするた

　　めという理由から，置かれた規定である.

⑦　個人参加の原則に対応するもの

　　第13条「処理情報の開示」では，何人

　　も自己情報について，書面によりその開

　　示（存否を含む）を請求することができ

　　ると規定されている．その請求がなされ

　　た場合保有機関の長は書面により，当該

　　開示請求に係わる処理情報について，原

　　則として開示する義務を負うことになる

　　のである．ここで，注意しなければなら

　　ないことは，この開示請求権は，いわゆ

　　る自己情報コントロール権に基づく権利

　　として規定されたのではないということ

　　である．その理由は，この法律がフライ

　　バシー全般を権利として確立し，保護す

　　ることを目的としたものではないこと等

　　による．つまり，この法律は電子計算機

　　処理に係わる個人情報を対象に，その取

　　扱いに関する基本的な原則や手続きを定

　　めることにより，個人の権利利益を保護

　　しようとしたものであるから，全般的な

　　意味のプライバシーとは少し違うのであ

　　る．我が国においては，自己情報コント

　　ロール権という意味のプライバシーの権

　　利については，学説においても未だその



March　1994 高度情報化社会における個人情報保護「西川　a」之）

性格や範囲をめぐって種々の論議がなさ

れている段階であるので，本法もそのよ

うな考え方はとらなかった．また，その

「開示等の期限」については第15条に，

開示または不開示決定は30日以内に行

うことと規定されている．そして，第

16条の「手数料等」では，開示請求を

するには政令で定める手数料が必要であ

ることが示されている．第14条の「処

理情報の不開示」では，不開示決定をし

たときは，その旨および理由を記載した

書面を，開示請求者に交付しなければな

らないとされている．ここでは開示請求

に係わる処理情報を開示することにより，

行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすと

き，あるいは公共の利益や第三者の利益

などを害するときにあっては，処理情報

の全部または一部について開示しないこ

とができることを示し，その場合には開

示請求者にその旨を書面で知らせなけれ

ばならないことを規定しているわけであ

る．そして，この不開示決定に対して不

服かおる場合は, a.苦情の中出, b｡行

政不服審査法に基づ〈不服申立て, c.<|〉

行政事件訴訟法に基づく訴訟の提起を行

うことができるようになっている，その

うちのa.の苦情の中出については，第

20条に規定がある．

第20条の「苦情処理」では，利用，提

供，開示，訂正等に関する苦情の適正か

つ迅速な処理に努めることが規定されて

いる．これらの各種の苦情については，

まず行政相談等の制度を活用して，解決

を図ることが適当であり，これらの苦情

は各行政機関において，個人情報保護の

日常的な処理，利用との関連から発生す

るものであるから，まず当該保有機関の

責任において適切かつ迅速な処理に努め

るべきであると考えられている．

　さて最後に，開示された情報が誤って

いたりした場合は，どうなるのかという

99 ｰ

　　問題が残る．これについては第17条

　　「処理情報の訂正等」で，開示された個

　　人情報の訂正等の中出があったときは，

　　遅滞なく調査を行い，その結果を通知し，

　　もしその通知の内容に不服があるときは，

　　再調査の中出ができるということが規定

　　されている．この規定は，正確でない個

　　人情報による誤った行政処分その他の行

　　政行為等を，未然に防止するために設け

　　られたものである．なお訂正等について

　　は「中出」とし，「請求権」とはされて

　　いないが，これは「訂正請求権」にする

　　と行政救済手続きとの調整からうまくい

　　かないので，本法のような一般法では

　　「中出」とし，当面保有機関が個人の訂

　　正等の中出に応じて調査を行って，誤り

　　があれば訂正することにしたのである.

⑧　責任の原則に対応するもの

　　保有機関の長の義務については，第4,

　　5, 7, 9, 13, 17, 20条のそれぞれに規定

　　されている．それらをまとめると，自ら

　　の事務の用に供するため，個人惰報ファ

　　イルを作成，取得し，維持管理する保有

　　機関の長（電子計算機処理を委託する場合

　　を含む）は，個人情報ファイルの保有制

　　限，安全および正確性の確保，個人情報

　　ファイル簿の作成および閲覧，利用・提

　　供の制限，個人情報の開示，訂正等につ

　　いて責任を有するということになる．

　　　また，第12条「個人情報の電子計算

　　機処理等に従事する者の義務」では，個

　　人情報の電子計算機処理等に従事してい

　　る者は，業務上知り得た個人情報の内容

　　をみだりに他人に知らせ，または不当な

　　目的に使用してはならないことを規定し

　　ているが，公務員の守秘義務のほかに，

　　本条で従事者の義務を規定した理由は次

　　のようなものによる．行政機関の職員若

　　しくは職員であった者は，国家公務員法

　　により，守秘義務が課されているが，守

　　秘義務によって守られるべき秘密は，漏
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　　　えいされれば行政執行を円滑に行うこと

　　　ができなくなる恐れのある事項であり．

　　　個人情報すべてとは限らない．

　　　　ところが，本法における個人情報は．

　　　内容のみならず，その利用目的，処理方

　　　法によっても異なり，また人によっても

　　　異なり得るものである．よって，秘匿性

　　　の有無にかかわらず，電子計算機処理に

　　　係わるすべての個人情報を対象としてい

　　　るのである．

　以上で，個人情報保護法の内容について，

0ECD理事会勧告の8原則に対応させた説明

を終わったが，あと，罰則規定について説明し

たい．第25条「罰則」では，自己情報の開示

請求権の適正な行使を担保するための手段とし

て，偽りその他不正の手段により処理情報の開

示を受けた者は, 10万円以下の過料に処する

と規定されている．本条の「過料」は，行政上

の秩序違反行為に対する制裁としての秩序罰で

あるから，刑罰ではなく過料にされているので

ある．また，その他の規定に違反した者に対し

て罰則を規定していないのは, ①行政機関その

もの，または当該機関の長の責任，義務は，ま

ず行政責任を問うべきものであること, ②個々

の職員がこれらの規定に違反する行為を行った

場合には，国家公務員法上の法令遵守義務や守

秘義務の規定により，その責任を問うことがで

きるなどの理由からである．

　なお，地方公共団体，特殊法人について第

26, 27条では，それぞれ国の施策に留意しつ

つ，個人時報保護の施策を策定し，実施するよ

う，また必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならないとしている．

第五章　民間部門の個人情報保護対策

第1節　民間部門の情報化

　民間部門においても，情報処理技術や通信技

術を活用し，大量の個A隋報を迅速に処理する

ことが可能となり，事務処理の効率化が図られ

ている．特に，通信回線を介して処理するオン

No. 1

ライン処理の普及により，遠隔地からのデータ

の処理や大量のデータの流通が可能となった．

　具体的には，個人の需要の多様化に応じたダ

イレクトメール販売を行ったり，消費者ニーズ

の把握をするために，大量の顧客情報をデータ

ベース化して，蓄積したりしている．また，ク

レジットカードの普及などによる信用取引の増

大に伴い，信用販売，消費者金融等において必

要な個人の信用情報を蓄積したり，個人の信用

情報のデータベース会社に対して，個人の信用

情報の登録，照会等が行われたりしている．各

業種別にみると，その個人情報の保有量は，金

融・保険業，情報サービス業，電気・ガス業な

どで，多くなっている．

第2節　民間部門への個人情報保護対策

1.プライバシー保護研究会報告の民間部門対策

　国や地方公共団体においては，民間部門につ

いて，個人隋報保護の規制をしていないところ

が多い．それは，民間部門と公的部門とでは規

制の手段も内容も違い，同じ法律で規制するこ

とは難しいからである．さらに，公的部門とは

別に，民間部門対象の個人情報保護の法令を制

定するにしても，営業の自由との調整が問題に

なる．しかし，いくら民間部門の個人情報保護

対策が難しくても，やはり相応の措置は必要で

ある．

　民間部門でルール化を検討していく際に特に

参考になるものとして，プライバシー保護研究

会報告で示された具体的方策の民間部門に関す

るものかおる．その内容は，基本原則を踏まえ

て，各国の立法例に共通する事項を日本の実隋

との関係で具体化したものである．

　プライバシー保護研究会報告の具体的対策の

民間部門では，「すべてのデータ処理について

必要最小限と考えられる規制を行うほか，プラ

イバシー侵害のおそれの大きい特定の業種，シ

ステム（たとえば，第三者のために業としてデータ

処理を行う者．以下「特定業種等」という.）につ

いては，システムの設置の届出，公示等，公的

部門に準じた措置が必要である.］と述べられ



March　1994 高度情報化社会における個人↑青報保護（西川　仙之）

ている．そして，その具体的措置として，次の

ような項目を挙げている.

　①　特定業種等のシステムの設置・変更に関

　　　する規制

　②　特定業種等のシステムの公示に関する規

　　　制

　③　個人データの収集に関する規制

　④　個人データの利用・提供に関する規制

　⑤　個人の権利の設定

　⑥　準用規定（個人データの維持管厄　受託，

　　　所管庁，国際流通，罰則・賠償についての規

　　　制は公的部門の場合に準じる.）

　なお，システムの内容，規模および処理方法

等は，業種，業態の違いなどによって多種多様

であるから，規制の範囲，方法についてはこれ

らの差異を考慮するよう述べている．

2.関係省庁等における対策

　国においては，「行政機関の保有する電子計

算機処理に係る個人情報の保護に関する法律の

国会審議における附帯決議」として，民間部門

の個人回報保護対策についても，政府において

早急に検討を進めることとされているが，現在

のところ法律制定には至っていない．個人信用

情報の保護については，昭和61年に所管省庁

である大蔵省，通商産業省から通達により指導

が行われている．また，事業団体等においても，

昭和62年に㈱金融情報システムセンターの

「金融機関等における個人データ保護のための

取扱指針」，昭和63年に㈱日本情報処理開発協

会の「民間部門における個人情報保護のための

ガイドライン」が策定されるなど，自主的な個

人情報の保護対策が講じられている．

　さらに平成元年になると，閣議決定で「民間

企業等の保有する個人隋報の保護についても，

引き続き，それぞれの関係省庁において所要の

連絡調整を図りつつ，検討を進めるとともに必

要に応じ適切な措置を講ずるものとする.」と

されたことを受けて，平成元年6月には，通商

産業省から「民間部門における電子計算機処理

に係る個人情報の保護について」，関係事業団
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体に対して通達が示され，指針の策定など事業

者の自主的な対応について指導が行われた．ま

た，同年7月には,通商産業省告示により，個人

情報保護措置等の登録簿制度が設けられている．

　地方公共団体においても，条例により民間部

門の保有する個人情報の保護対策を講じる団体

が現れている．

第3節　民間の各機関における個人情報保護対策

1.個人信用情報機関

　個人信用情報機関について説明するには，ま

ず消費者信用について考えなければならない．

この消費者信用は，我が国において，ここ約

10年の開に著しい成長を示したものであるが，

この成長により以前にも増して，消費者信用は

受けやすいものになった．このようなクレジッ

ト社会の進展は，消費者に利益をもたらす反面，

多元多額の債務者を生み出す結果となり，多

額の貸倒れが深刻化してくることになった．こ

の状態は，消費者にとっても企業にとってもよ

くない．そこで，そうした問題が生じないよう

にするために，個人信号tf報機関が設置される

ようになったのである．

　これらの個人信用情報機関は，個人の信号m

報を大犀.に処理しているので，その取扱いにつ

いては一定のルール化か求められるところであ

る．そのため，自主的に内部の規範を定めた個

人信号隋報機関もあるが，多くは個別法で部分

的に規制されている．その1つに昭和58年制

定の「貸金業の規制等に関する法律」かおる．

この法律の第30条は，過剰貸付けの防止との

関係で，貸金業協会は信肘tf報機関を設け，ま

たは他の信号tf報機関を指定し会員にこれらの

機関を利用させることなどの方法により，「資

金需要者等の返済能力を超えると認められる貸

付けの契約を締結しないよう指導しなければな

らない」（第1項）と規定するとともに，「会員

は，前項に規定する情報を資金需要者の返済能

力の調査以外の目的のために使用してはならな

い」（第2項）と他目的使用を禁じている．

　さらに，昭和59年6月2日に公布された
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「割賦販売法の一部を改正する法律」によって

追加された第42条の4 （信用情報の適正な使用

等）かおる．ここでは，「割賦販売業者等及び

信用情報機関は，信用情報を購入者の支払能力

の調査以外の目的のために使用してはならな

い」（第1項）と目的外使用を禁じ，また，「信

用情報機関は，正確な信用情報を割賦販売業者

等に提供するよう努めなければならない」（第

2項）とデータの正確性について規定している．

これらは，違反についての罰則規定のない訓示

規定であるが，ここに規定されている信用情報

機関（個人信用情報機関）を，法的存在に高めた

ものと言える．

　しかし，これらの規定は，ほんの一部分にす

ぎないのであって，個人信用情報の保護を図る

ためには，まだまだ他の保護手法が不足してい

ると言わざるを得ない．一方，これらの統合的

な保護措置として，昭和61年3月に出された

大蔵省銀行局長の通達は，よく整備されている．

これは前にも少し述べた通達であるが，「金融

機関等が信用情報機関を設置又は利用する場合

の信用情報の取扱い等について」と題するもの

で，その内容には，プライバシー保護研究会報

告の基本原則や具体的方策に対応するものが，

数多く入っているのである．

2.金融機関等

　銀行，証券会社，生命保険会社，損害保険会

社などの金融機関等は，比較的早い時期からコ

ンピュータの導入を図り，しだいに相互間のオ

ンライン化を進め，外部との接続を行ってきた．

このような状態の中で，金融機関等は，大量の

個人情報を保有する結果となった．

　金融機関等の個人情報保護対策で注目すべき

ものは，㈱金融情報システムセンター（The

Center for FinancialIndustry Information Sys-

tems （通常FISCと略称））の取扱指針である．

昭和62年に発表されたこの「金融機関等にお

ける個人データ保護のための取扱指針」は，

OECD理事会勧告のガイドラインの8原則や

プライバシー保護研究会の5原則を基準にし，

No. 1

日本の金融機関等の実情を踏まえながらも，個

人情報保護の理念にかなうように検討されたも

のだった．この取扱指針は，金融機関等におけ

る包括的な自主ルールとして関心を寄せられて

いる．比較的多くの個人情報を保有している業

界では，このような具体的なルールが策定され

ることの意義は大きいのである．

　民間部門においては，国や地方公共団体とは

比較にならないほどの多種多様の企業が存在し

ている．そのため，国や地方公共団体がこれを

規制するのは難しく，もし規制のための法律を

制定できたとしても，それには限界が出てくる

はずである．よって，民間部門においては，国

や地方公共団体による法的規制も重要であるが，

それに加えて，自主規制というものも，かなり

重要な位置を占めることになってくるのである．
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